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１． 15 年 3月期の連結業績（平成14年 4月 1日～平成15年 3月 31日） 
(1)連結経営成績                              （単位：百万円未満切捨て） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％
15 年 3月期 
14 年 3月期 

１９１，４１３    1.2 
１８９，１８４   △5.8 

 

７，８１０   15.5 
６，７６３  △43.3 

 

   ８，８３７   7.9 
   ８，１９０  △42.0 

 
 当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益       

株主資本当 
期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高
経常利益率

 百万円   ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％
15年 3月期 
14 年 3月期 

５，３５３   53.0 
３，４９８   61.3 

 

４７．１０
３１．１４

４６．５２
３０．８２

３．１ 
２．０ 

 

３．９ 
３．４ 

 

４．６ 
４．３ 

 (注) ①持分法投資損益        15年 3月期      △21百万円  14年 3月期       2百万円 
     ②期中平均株式数(連結)  15年 3月期     111,971,493株  14年 3月期     112,373,336株 
     ③会計処理の方法の変更  無 
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭
15 年 3月期 
14 年 3月期 

２１６，６８９ 
２３７，４７７ 

１７２，２４３
１７２，３０９

 ７９．５ 
７２．６ 

 

１，５５３．６４
１，５３３．５３

(注) 期末発行済株式数(連結) 15年 3月期   110,812,517株        14年 3月期  112,361,423株  
 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による          
キャッシュ・フロー 

投資活動による          
キャッシュ・フロー 

財務活動による          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円
15年 3月期 
14 年 3月期 

９，３７３ 
８，０９８ 

９，９５６
△２０，０７２

△１８，７３３ 
△２，１５３ 

４７，０９５
４６，６６３

 
 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数 １０社   持分法適用非連結子会社数 ０社   持分法適用関連会社数 ４社 

 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結 (新規) ０社 (除外) ０社    持分法 (新規) ０社 (除外) ０社 

 
 
２．16年 3月期の連結業績予想（平成15年 4月 1日～平成16年 3月 31日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円

中 間 期 
通    期 

１００，０００
１９８，０００

４，６００
１０，０００

２，３００
４，５００

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  ３９円８８銭 
   営業利益（中間期） 4,100百万円  （通期） 9,000百万円 

上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれており
ます。実際の業績は、今後様々な要因によって記載の予想数値と異なる可能性があります。なお、上記
予想に関する事項は、添付資料の連-9ページをご参照下さい。 
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企企企企    業業業業    集集集集    団団団団    のののの    状状状状    況況況況    

 

当社の企業集団は、当社、子会社１０社および関連会社４社で構成され、食料品の製造販売を主な事業内容当社の企業集団は、当社、子会社１０社および関連会社４社で構成され、食料品の製造販売を主な事業内容当社の企業集団は、当社、子会社１０社および関連会社４社で構成され、食料品の製造販売を主な事業内容当社の企業集団は、当社、子会社１０社および関連会社４社で構成され、食料品の製造販売を主な事業内容    

とし、更に当該事業に関連する物流およびその他のサービス等の事業活動を展開しております。とし、更に当該事業に関連する物流およびその他のサービス等の事業活動を展開しております。とし、更に当該事業に関連する物流およびその他のサービス等の事業活動を展開しております。とし、更に当該事業に関連する物流およびその他のサービス等の事業活動を展開しております。    

当グループの事業に係わる各社の位置づけおよび事業の系統図は次のとおりであります。当グループの事業に係わる各社の位置づけおよび事業の系統図は次のとおりであります。当グループの事業に係わる各社の位置づけおよび事業の系統図は次のとおりであります。当グループの事業に係わる各社の位置づけおよび事業の系統図は次のとおりであります。    

１．当グループの事業に係わる各社の位置づけ１．当グループの事業に係わる各社の位置づけ１．当グループの事業に係わる各社の位置づけ１．当グループの事業に係わる各社の位置づけ    
 

食料品の製造販売………当社が製造販売するほか、一部の製品については子会社サンハウス食品㈱および食料品の製造販売………当社が製造販売するほか、一部の製品については子会社サンハウス食品㈱および食料品の製造販売………当社が製造販売するほか、一部の製品については子会社サンハウス食品㈱および食料品の製造販売………当社が製造販売するほか、一部の製品については子会社サンハウス食品㈱および

関連会社サンヨー缶詰㈱に製造委託しており、当該製品を当社が仕入れて販売関連会社サンヨー缶詰㈱に製造委託しており、当該製品を当社が仕入れて販売関連会社サンヨー缶詰㈱に製造委託しており、当該製品を当社が仕入れて販売関連会社サンヨー缶詰㈱に製造委託しており、当該製品を当社が仕入れて販売

してしてしてしております。更に、材料の一部を子会社サンサプライ㈱より仕入れており、おります。更に、材料の一部を子会社サンサプライ㈱より仕入れており、おります。更に、材料の一部を子会社サンサプライ㈱より仕入れており、おります。更に、材料の一部を子会社サンサプライ㈱より仕入れており、

製品の包装加工の一部については、子会社㈱エスパックに委託しております。製品の包装加工の一部については、子会社㈱エスパックに委託しております。製品の包装加工の一部については、子会社㈱エスパックに委託しております。製品の包装加工の一部については、子会社㈱エスパックに委託しております。    

                                            子会社㈱デリカシェフは、材料の一部を当社より仕入れて総菜、焼成パン、デザ子会社㈱デリカシェフは、材料の一部を当社より仕入れて総菜、焼成パン、デザ子会社㈱デリカシェフは、材料の一部を当社より仕入れて総菜、焼成パン、デザ子会社㈱デリカシェフは、材料の一部を当社より仕入れて総菜、焼成パン、デザ

ート等の製造を行っております。ート等の製造を行っております。ート等の製造を行っております。ート等の製造を行っております。    

                                            また、子会社また、子会社また、子会社また、子会社 HOUSE FOODS HAWAII CORPORATIONHOUSE FOODS HAWAII CORPORATIONHOUSE FOODS HAWAII CORPORATIONHOUSE FOODS HAWAII CORPORATION は米国ハワイ州において乳製品は米国ハワイ州において乳製品は米国ハワイ州において乳製品は米国ハワイ州において乳製品

の製造販売を行い、子会社の製造販売を行い、子会社の製造販売を行い、子会社の製造販売を行い、子会社 HOUSE FOODS AMERICA CORPORATIONHOUSE FOODS AMERICA CORPORATIONHOUSE FOODS AMERICA CORPORATIONHOUSE FOODS AMERICA CORPORATION は米国カリフォは米国カリフォは米国カリフォは米国カリフォ

ルニア州において豆腐等の製ルニア州において豆腐等の製ルニア州において豆腐等の製ルニア州において豆腐等の製造販売、レストランの経営および当社製品の輸入造販売、レストランの経営および当社製品の輸入造販売、レストランの経営および当社製品の輸入造販売、レストランの経営および当社製品の輸入

販売を行っております。関連会社上海好侍味之素食品有限公司は、昨年１０月販売を行っております。関連会社上海好侍味之素食品有限公司は、昨年１０月販売を行っております。関連会社上海好侍味之素食品有限公司は、昨年１０月販売を行っております。関連会社上海好侍味之素食品有限公司は、昨年１０月

より中国においてレトルト食品の製造販売を開始しております。より中国においてレトルト食品の製造販売を開始しております。より中国においてレトルト食品の製造販売を開始しております。より中国においてレトルト食品の製造販売を開始しております。    

 

そ の 他そ の 他そ の 他そ の 他………………………………子子子子会会会会社社社社台台台台灣灣灣灣 哩哩哩哩好好好好侍侍侍侍餐餐餐餐廳廳廳廳股股股股 有有有有限限限限公公公公司司司司おおおおよよよよびびびび関関関関連連連連会会会会社社社社上上上上海海海海 好好好好侍侍侍侍餐餐餐餐庁庁庁庁有有有有限限限限公公公公  

司ならびに関連会社㈱壱番屋はレストラン経営を行っており、子会社㈱エイ司ならびに関連会社㈱壱番屋はレストラン経営を行っており、子会社㈱エイ司ならびに関連会社㈱壱番屋はレストラン経営を行っており、子会社㈱エイ司ならびに関連会社㈱壱番屋はレストラン経営を行っており、子会社㈱エイ

チ・アイ・イーは保険の取扱いを行っております。また、当グループの製品等チ・アイ・イーは保険の取扱いを行っております。また、当グループの製品等チ・アイ・イーは保険の取扱いを行っております。また、当グループの製品等チ・アイ・イーは保険の取扱いを行っております。また、当グループの製品等

の国内輸送については、子会社ハウス物流サービス㈱および子の国内輸送については、子会社ハウス物流サービス㈱および子の国内輸送については、子会社ハウス物流サービス㈱および子の国内輸送については、子会社ハウス物流サービス㈱および子会社ハイネット会社ハイネット会社ハイネット会社ハイネット

㈱が主として行っております。㈱が主として行っております。㈱が主として行っております。㈱が主として行っております。    
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２．事業の系統図２．事業の系統図２．事業の系統図２．事業の系統図 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

国 内 輸 送 部 門国 内 輸 送 部 門国 内 輸 送 部 門国 内 輸 送 部 門     

運 送 ・ 保 管 業運 送 ・ 保 管 業運 送 ・ 保 管 業運 送 ・ 保 管 業    

ハ ウ ス 物 流ハ ウ ス 物 流ハ ウ ス 物 流ハ ウ ス 物 流     
    サ ー ビ ス ㈱サ ー ビ ス ㈱サ ー ビ ス ㈱サ ー ビ ス ㈱     

ハ イ ネ ッ トハ イ ネ ッ トハ イ ネ ッ トハ イ ネ ッ ト ㈱㈱㈱㈱     

    
連結子会連結子会連結子会連結子会社社社社     

関連会社関連会社関連会社関連会社    

得得得得    

意意意意    

先先先先    

（海（海（海（海     外 ）外）外）外）     

製品の製品の製品の製品の    
    販売販売販売販売    

・豆腐等の製造販売・豆腐等の製造販売・豆腐等の製造販売・豆腐等の製造販売    

・ レストランの経営・レストランの経営・レストランの経営・レストランの経営    

・当社製品の輸入販売・当社製品の輸入販売・当社製品の輸入販売・当社製品の輸入販売    

HOUSE FOODS AMERICAHOUSE FOODS AMERICAHOUSE FOODS AMERICAHOUSE FOODS AMERICA    
CORPORATIONCORPORATIONCORPORATIONCORPORATION    

製品の製品の製品の製品の    
販売販売販売販売    

製品の製品の製品の製品の    
    包装加工包装加工包装加工包装加工    

材料の供給材料の供給材料の供給材料の供給    

製品の仕入製品の仕入製品の仕入製品の仕入    

ハ
ウ
ス
食
品
㈱

ハ
ウ
ス
食
品
㈱

ハ
ウ
ス
食
品
㈱

ハ
ウ
ス
食
品
㈱    

得得得得    

意意意意    

先先先先    

（国（国（国（国     内 ）内）内）内）     

材料の供給材料の供給材料の供給材料の供給    

製品の仕製品の仕製品の仕製品の仕入入入入     

製品の販売製品の販売製品の販売製品の販売    

デ ザ ー ト 製 品 等デ ザ ー ト 製 品 等デ ザ ー ト 製 品 等デ ザ ー ト 製 品 等     
            の 製 造 販 売の 製 造 販 売の 製 造 販 売の 製 造 販 売     

サ ン ヨ ー 缶 詰 ㈱サ ン ヨ ー 缶 詰 ㈱サ ン ヨ ー 缶 詰 ㈱サ ン ヨ ー 缶 詰 ㈱    

レトルト食品等の製造レトルト食品等の製造レトルト食品等の製造レトルト食品等の製造

サ ン ハ ウ ス 食 品 ㈱サ ン ハ ウ ス 食 品 ㈱サ ン ハ ウ ス 食 品 ㈱サ ン ハ ウ ス 食 品 ㈱    

包 装 加 工包 装 加 工包 装 加 工包 装 加 工    

㈱ エ ス パ ッ ク㈱ エ ス パ ッ ク㈱ エ ス パ ッ ク㈱ エ ス パ ッ ク    

食 肉 の 加 工食 肉 の 加 工食 肉 の 加 工食 肉 の 加 工    

サ ン サ プ ラ イ ㈱サ ン サ プ ラ イ ㈱サ ン サ プ ラ イ ㈱サ ン サ プ ラ イ ㈱    

材料の供給材料の供給材料の供給材料の供給    

製品の製品の製品の製品の  
    販売販売販売販売  製品の販売製品の販売製品の販売製品の販売    

材料の供給材料の供給材料の供給材料の供給  

製品の販売製品の販売製品の販売製品の販売    

材料の供給材料の供給材料の供給材料の供給    

乳 製 品 の 製 造 販 売乳 製 品 の 製 造 販 売乳 製 品 の 製 造 販 売乳 製 品 の 製 造 販 売    

HOUSEHOUSEHOUSEHOUSE    FOODS HAWAIIFOODS HAWAIIFOODS HAWAIIFOODS HAWAII    
CORPORATIONCORPORATIONCORPORATIONCORPORATION    

総 菜 等 の 製 造総 菜 等 の 製 造総 菜 等 の 製 造総 菜 等 の 製 造    

㈱ デ リ カ シ ェ フ㈱ デ リ カ シ ェ フ㈱ デ リ カ シ ェ フ㈱ デ リ カ シ ェ フ    

保 険 の 取 扱保 険 の 取 扱保 険 の 取 扱保 険 の 取 扱    

㈱エイチ・アイ・イー㈱エイチ・アイ・イー㈱エイチ・アイ・イー㈱エイチ・アイ・イー    

レ ス ト ラ ン の 経 営レ ス ト ラ ン の 経 営レ ス ト ラ ン の 経 営レ ス ト ラ ン の 経 営    

上上上上海海海海 好好好好侍侍侍侍餐餐餐餐庁庁庁庁     
                        有限公有限公有限公有限公司司司司    

レ ス ト ラ ン の 経 営レ ス ト ラ ン の 経 営レ ス ト ラ ン の 経 営レ ス ト ラ ン の 経 営    

台台台台灣灣灣灣 哩哩哩哩好好好好侍侍侍侍餐餐餐餐廳廳廳廳股股股股     
有限公司有限公司有限公司有限公司    

レ ト ル ト 食 品 のレ ト ル ト 食 品 のレ ト ル ト 食 品 のレ ト ル ト 食 品 の     
製 造 販 売製 造 販 売製 造 販 売製 造 販 売     

上海好侍味之素食品上海好侍味之素食品上海好侍味之素食品上海好侍味之素食品    
有限公司有限公司有限公司有限公司    

製品の製品の製品の製品の    
販売販売販売販売    

レ ス ト ラ ン の 経 営レ ス ト ラ ン の 経 営レ ス ト ラ ン の 経 営レ ス ト ラ ン の 経 営    

㈱ 壱 番 屋㈱ 壱 番 屋㈱ 壱 番 屋㈱ 壱 番 屋    



連連連連 ---- 4444     

 

３．関係会社の状況３．関係会社の状況３．関係会社の状況３．関係会社の状況 

名名名名    称称称称    住住住住    所所所所    
資本金資本金資本金資本金    
（百万円）（百万円）（百万円）（百万円）    

主要な主要な主要な主要な    
事業の内容事業の内容事業の内容事業の内容    

議決権の所議決権の所議決権の所議決権の所
有又は被所有又は被所有又は被所有又は被所
有割合有割合有割合有割合((((％％％％))))    

関係内容関係内容関係内容関係内容    摘要摘要摘要摘要    

（連結子会社）（連結子会社）（連結子会社）（連結子会社）                            

サ ン ハ ウ ス 食 品 ㈱サ ン ハ ウ ス 食 品 ㈱サ ン ハ ウ ス 食 品 ㈱サ ン ハ ウ ス 食 品 ㈱    
愛知県愛知県愛知県愛知県    
江南市江南市江南市江南市    

200200200200    
ﾚﾄﾙﾄ食品等のﾚﾄﾙﾄ食品等のﾚﾄﾙﾄ食品等のﾚﾄﾙﾄ食品等の    
製造製造製造製造    

99.9599.9599.9599.95    
当社製品の一部を製造しておりま当社製品の一部を製造しておりま当社製品の一部を製造しておりま当社製品の一部を製造しておりま
す。す。す。す。    
役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    無無無無    

※※※※1111    

サ ン サ プ ラ イ ㈱サ ン サ プ ラ イ ㈱サ ン サ プ ラ イ ㈱サ ン サ プ ラ イ ㈱    
愛知県愛知県愛知県愛知県    
江南市江南市江南市江南市    

50505050    食肉の加工食肉の加工食肉の加工食肉の加工    
99.9799.9799.9799.97    
(54.97)(54.97)(54.97)(54.97)    

材料の一部を当社に販売しており材料の一部を当社に販売しており材料の一部を当社に販売しており材料の一部を当社に販売しており
ます。ます。ます。ます。    
役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    無無無無    

※※※※2222    

ハウス物流サービス㈱ハウス物流サービス㈱ハウス物流サービス㈱ハウス物流サービス㈱    
大阪府大阪府大阪府大阪府    
東大阪市東大阪市東大阪市東大阪市    

80808080    運送・保管業運送・保管業運送・保管業運送・保管業    87.5087.5087.5087.50    
当社グループの製品等の国内輸送当社グループの製品等の国内輸送当社グループの製品等の国内輸送当社グループの製品等の国内輸送
を主に行っております。を主に行っております。を主に行っております。を主に行っております。    
役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    有有有有    

※※※※1111    

ハ イ ネ ッ ト ㈱ハ イ ネ ッ ト ㈱ハ イ ネ ッ ト ㈱ハ イ ネ ッ ト ㈱    
千葉県千葉県千葉県千葉県    
習志野市習志野市習志野市習志野市    

20202020    運送・保管業運送・保管業運送・保管業運送・保管業    
87.5087.5087.5087.50    

(87.50)(87.50)(87.50)(87.50)    

当社グループの製品等の国内輸送当社グループの製品等の国内輸送当社グループの製品等の国内輸送当社グループの製品等の国内輸送
を主に行っております。を主に行っております。を主に行っております。を主に行っております。    
役員の兼任役員の兼任役員の兼任役員の兼任等等等等    …………    無無無無    

※※※※2222    

㈱ デ リ カ シ ェ フ㈱ デ リ カ シ ェ フ㈱ デ リ カ シ ェ フ㈱ デ リ カ シ ェ フ    
埼玉県埼玉県埼玉県埼玉県    
上尾市上尾市上尾市上尾市    

402402402402    
総菜・焼成ﾊﾟﾝ・総菜・焼成ﾊﾟﾝ・総菜・焼成ﾊﾟﾝ・総菜・焼成ﾊﾟﾝ・
ﾃﾞｻﾞｰﾄ等の製造ﾃﾞｻﾞｰﾄ等の製造ﾃﾞｻﾞｰﾄ等の製造ﾃﾞｻﾞｰﾄ等の製造    

100.00100.00100.00100.00    

材料の一部を当社より仕入れてお材料の一部を当社より仕入れてお材料の一部を当社より仕入れてお材料の一部を当社より仕入れてお
ります。なお、当社所有の建物、ります。なお、当社所有の建物、ります。なお、当社所有の建物、ります。なお、当社所有の建物、
機械装置を賃借しており、当社よ機械装置を賃借しており、当社よ機械装置を賃借しており、当社よ機械装置を賃借しており、当社よ
り資金援助を受けております。り資金援助を受けております。り資金援助を受けております。り資金援助を受けております。    
役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    無無無無            

    

㈱ エ ス パ ッ ク㈱ エ ス パ ッ ク㈱ エ ス パ ッ ク㈱ エ ス パ ッ ク    
大阪府大阪府大阪府大阪府    
東大阪市東大阪市東大阪市東大阪市    

40404040    包装加工包装加工包装加工包装加工    100.00100.00100.00100.00    
当社製品の包装加工の一部を委託当社製品の包装加工の一部を委託当社製品の包装加工の一部を委託当社製品の包装加工の一部を委託
しております。しております。しております。しております。    
役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    無無無無    

    

㈱エイチ・アイ・イー㈱エイチ・アイ・イー㈱エイチ・アイ・イー㈱エイチ・アイ・イー    
大阪府大阪府大阪府大阪府    
東大阪市東大阪市東大阪市東大阪市    

10101010    保険の取扱保険の取扱保険の取扱保険の取扱    
98.7598.7598.7598.75    
(8.75)(8.75)(8.75)(8.75)    

当社グループの保険の取扱を主に当社グループの保険の取扱を主に当社グループの保険の取扱を主に当社グループの保険の取扱を主に
行っております。行っております。行っております。行っております。    
役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    無無無無    

※※※※2222    

HOUSE FOODS AMERICAHOUSE FOODS AMERICAHOUSE FOODS AMERICAHOUSE FOODS AMERICA    
CORPORATIONCORPORATIONCORPORATIONCORPORATION    

米国米国米国米国    
ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州    

ｶﾞｰﾃﾞﾝｸﾞﾛｰﾌﾞ市ｶﾞｰﾃﾞﾝｸﾞﾛｰﾌﾞ市ｶﾞｰﾃﾞﾝｸﾞﾛｰﾌﾞ市ｶﾞｰﾃﾞﾝｸﾞﾛｰﾌﾞ市    
2,3492,3492,3492,349 千千千千 US$US$US$US$    

豆腐等の豆腐等の豆腐等の豆腐等の    
製造販売製造販売製造販売製造販売    
ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営    
当社製品の当社製品の当社製品の当社製品の    
輸入販売輸入販売輸入販売輸入販売    

100.00100.00100.00100.00    

製品の一部を当社より仕入れてお製品の一部を当社より仕入れてお製品の一部を当社より仕入れてお製品の一部を当社より仕入れてお
ります。なお、当社所有の建物、ります。なお、当社所有の建物、ります。なお、当社所有の建物、ります。なお、当社所有の建物、
機械装置を賃借しており、当社よ機械装置を賃借しており、当社よ機械装置を賃借しており、当社よ機械装置を賃借しており、当社よ
り資金援助を受けております。り資金援助を受けております。り資金援助を受けております。り資金援助を受けております。    
役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    有有有有            

※※※※1111    

HOUSE FOODS HAWAIIHOUSE FOODS HAWAIIHOUSE FOODS HAWAIIHOUSE FOODS HAWAII    
CORPORACORPORACORPORACORPORATTTTIONIONIONION    

米国米国米国米国    
ハワイ州ハワイ州ハワイ州ハワイ州    
ホノルル市ホノルル市ホノルル市ホノルル市    

20,0020,0020,0020,000000 千千千千 US$US$US$US$    
乳製品の乳製品の乳製品の乳製品の    
製造販売製造販売製造販売製造販売    

100.00100.00100.00100.00    
当社より資金援助を受けておりま当社より資金援助を受けておりま当社より資金援助を受けておりま当社より資金援助を受けておりま
す。す。す。す。    
役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    有有有有    

※※※※1111    

台台台台灣灣灣灣 哩哩哩哩好好好好侍侍侍侍餐餐餐餐廳廳廳廳股股股股     
有限公司有限公司有限公司有限公司    

台湾台湾台湾台湾    
台北市台北市台北市台北市    

15,00015,00015,00015,000 千台湾元千台湾元千台湾元千台湾元    ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営    74.9874.9874.9874.98    役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    有有有有        

（持分法適用関連会社）（持分法適用関連会社）（持分法適用関連会社）（持分法適用関連会社）                            

サ ン ヨ ー 缶 詰 ㈱サ ン ヨ ー 缶 詰 ㈱サ ン ヨ ー 缶 詰 ㈱サ ン ヨ ー 缶 詰 ㈱    
福島県福島県福島県福島県    
福島市福島市福島市福島市    

154154154154    
ﾃﾞｻﾞｰﾄ製品等ﾃﾞｻﾞｰﾄ製品等ﾃﾞｻﾞｰﾄ製品等ﾃﾞｻﾞｰﾄ製品等    
の製造販売の製造販売の製造販売の製造販売    

29.5029.5029.5029.50    
当社製品の一部を製造しておりま当社製品の一部を製造しておりま当社製品の一部を製造しておりま当社製品の一部を製造しておりま
す。す。す。す。    
役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    有有有有    

    

上上上上海海海海 好好好好侍侍侍侍餐餐餐餐庁庁庁庁     
有限公司有限公司有限公司有限公司    

中国中国中国中国    
上海市上海市上海市上海市    

8,9498,9498,9498,949 千元千元千元千元    ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営    50.0050.0050.0050.00    役員役員役員役員の兼任等の兼任等の兼任等の兼任等    …………    有有有有        

上海好侍味之素食品上海好侍味之素食品上海好侍味之素食品上海好侍味之素食品    
有限公司有限公司有限公司有限公司    

中国中国中国中国    
上海市上海市上海市上海市    

55,81255,81255,81255,812 千元千元千元千元    
ﾚﾄﾙﾄ食品のﾚﾄﾙﾄ食品のﾚﾄﾙﾄ食品のﾚﾄﾙﾄ食品の    
製造販売製造販売製造販売製造販売    

30.0030.0030.0030.00    役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    有有有有        

㈱壱番屋㈱壱番屋㈱壱番屋㈱壱番屋    
愛知県愛知県愛知県愛知県    
一宮市一宮市一宮市一宮市    

1,4911,4911,4911,491    ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営    19.5919.5919.5919.59    役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    無無無無        

（注）１．※１：特定子会社に該当します。（注）１．※１：特定子会社に該当します。（注）１．※１：特定子会社に該当します。（注）１．※１：特定子会社に該当します。    

２．※２：議決権の所有割合の（２．※２：議決権の所有割合の（２．※２：議決権の所有割合の（２．※２：議決権の所有割合の（    ）内は、間接所有割合です。）内は、間接所有割合です。）内は、間接所有割合です。）内は、間接所有割合です。    

３．平成３．平成３．平成３．平成 15151515 年年年年 4444 月月月月 1111 日付で、米国子会社日付で、米国子会社日付で、米国子会社日付で、米国子会社 HOUSE FOODS AMERICAHOUSE FOODS AMERICAHOUSE FOODS AMERICAHOUSE FOODS AMERICA CORPORATION CORPORATION CORPORATION CORPORATION およびおよびおよびおよび HOUSE FOODS HAWAII HOUSE FOODS HAWAII HOUSE FOODS HAWAII HOUSE FOODS HAWAII     
CORPORATIONCORPORATIONCORPORATIONCORPORATION の２社を統括する持株会社の２社を統括する持株会社の２社を統括する持株会社の２社を統括する持株会社 HOUSE FOODS HOLDING USA INCORPORATEDHOUSE FOODS HOLDING USA INCORPORATEDHOUSE FOODS HOLDING USA INCORPORATEDHOUSE FOODS HOLDING USA INCORPORATED（資本金（資本金（資本金（資本金 32,00032,00032,00032,000 千千千千
US$US$US$US$・議決権比率・議決権比率・議決権比率・議決権比率 100.00%100.00%100.00%100.00%）を設立しております。）を設立しております。）を設立しております。）を設立しております。    

    
        
    



 
連連連連----5555    

 

経経経経        営営営営        方方方方        針針針針    

    

１．経営の基本方針１．経営の基本方針１．経営の基本方針１．経営の基本方針    

当社グループは、お客さまにご満足いただき、お客さまから価値を認めていただける製品を提供当社グループは、お客さまにご満足いただき、お客さまから価値を認めていただける製品を提供当社グループは、お客さまにご満足いただき、お客さまから価値を認めていただける製品を提供当社グループは、お客さまにご満足いただき、お客さまから価値を認めていただける製品を提供

し続けることにより、お客さまの食生活と健康に貢献することを経営の基本方針としておりまし続けることにより、お客さまの食生活と健康に貢献することを経営の基本方針としておりまし続けることにより、お客さまの食生活と健康に貢献することを経営の基本方針としておりまし続けることにより、お客さまの食生活と健康に貢献することを経営の基本方針としております。す。す。す。

そのため、当社グループではお客さま起点のマーケティングを基本とし、「よりおいしく、より簡そのため、当社グループではお客さま起点のマーケティングを基本とし、「よりおいしく、より簡そのため、当社グループではお客さま起点のマーケティングを基本とし、「よりおいしく、より簡そのため、当社グループではお客さま起点のマーケティングを基本とし、「よりおいしく、より簡

便に、より健康に便に、より健康に便に、より健康に便に、より健康に」を伴った製品をお届けできるよう、商品開発力の強化に努めております。併せ」を伴った製品をお届けできるよう、商品開発力の強化に努めております。併せ」を伴った製品をお届けできるよう、商品開発力の強化に努めております。併せ」を伴った製品をお届けできるよう、商品開発力の強化に努めております。併せ

て、常に真摯な姿勢で品質や安全性を追求し、お客さまに安心と信頼をいただける製品づくりに取て、常に真摯な姿勢で品質や安全性を追求し、お客さまに安心と信頼をいただける製品づくりに取て、常に真摯な姿勢で品質や安全性を追求し、お客さまに安心と信頼をいただける製品づくりに取て、常に真摯な姿勢で品質や安全性を追求し、お客さまに安心と信頼をいただける製品づくりに取

り組んでおります。り組んでおります。り組んでおります。り組んでおります。    

また、財また、財また、財また、財務体質の一層の強化・充実を図り、更なる企業価値の向上に努め、株主さまへの安定務体質の一層の強化・充実を図り、更なる企業価値の向上に努め、株主さまへの安定務体質の一層の強化・充実を図り、更なる企業価値の向上に努め、株主さまへの安定務体質の一層の強化・充実を図り、更なる企業価値の向上に努め、株主さまへの安定

的な利益還元を行い、長期的なご支援・ご支持をいただける、魅力ある企業づくりを進めてまい的な利益還元を行い、長期的なご支援・ご支持をいただける、魅力ある企業づくりを進めてまい的な利益還元を行い、長期的なご支援・ご支持をいただける、魅力ある企業づくりを進めてまい的な利益還元を行い、長期的なご支援・ご支持をいただける、魅力ある企業づくりを進めてまい

ります。ります。ります。ります。    

なお、経営目標としましては、資本効率の向上に努め、連結株主資本当期純利益率（ＲＯＥ）なお、経営目標としましては、資本効率の向上に努め、連結株主資本当期純利益率（ＲＯＥ）なお、経営目標としましては、資本効率の向上に努め、連結株主資本当期純利益率（ＲＯＥ）なお、経営目標としましては、資本効率の向上に努め、連結株主資本当期純利益率（ＲＯＥ）

５％以上の水準を確保することを目標としております。５％以上の水準を確保することを目標としております。５％以上の水準を確保することを目標としております。５％以上の水準を確保することを目標としております。    

併せて、意思決定の迅速化と業務執行の効率化を図るとともに、企業活動の基本として企業倫併せて、意思決定の迅速化と業務執行の効率化を図るとともに、企業活動の基本として企業倫併せて、意思決定の迅速化と業務執行の効率化を図るとともに、企業活動の基本として企業倫併せて、意思決定の迅速化と業務執行の効率化を図るとともに、企業活動の基本として企業倫

理の徹底や法規への遵守強化に取り組んでおります。理の徹底や法規への遵守強化に取り組んでおります。理の徹底や法規への遵守強化に取り組んでおります。理の徹底や法規への遵守強化に取り組んでおります。    

２．対処すべき課題２．対処すべき課題２．対処すべき課題２．対処すべき課題    

当社グループの成長へのシナリオとして、以下の課題を当社グループの成長へのシナリオとして、以下の課題を当社グループの成長へのシナリオとして、以下の課題を当社グループの成長へのシナリオとして、以下の課題を中心とする「中期経営計画」を策定中心とする「中期経営計画」を策定中心とする「中期経営計画」を策定中心とする「中期経営計画」を策定

し、取組を進めております。し、取組を進めております。し、取組を進めております。し、取組を進めております。    

①商品開発力の強化①商品開発力の強化①商品開発力の強化①商品開発力の強化    

    昨年４月から製品企画部門をより開発に専心できる組織に改めるとともに、研究開発部門との昨年４月から製品企画部門をより開発に専心できる組織に改めるとともに、研究開発部門との昨年４月から製品企画部門をより開発に専心できる組織に改めるとともに、研究開発部門との昨年４月から製品企画部門をより開発に専心できる組織に改めるとともに、研究開発部門との

統合により、相互の連携の緊密化を図り、更なる商品開発力の強化につながるよう努めており統合により、相互の連携の緊密化を図り、更なる商品開発力の強化につながるよう努めており統合により、相互の連携の緊密化を図り、更なる商品開発力の強化につながるよう努めており統合により、相互の連携の緊密化を図り、更なる商品開発力の強化につながるよう努めており

ます。また、「開発経営会議」において中長期的な視点に立った新製品開発や新技術開発の方向ます。また、「開発経営会議」において中長期的な視点に立った新製品開発や新技術開発の方向ます。また、「開発経営会議」において中長期的な視点に立った新製品開発や新技術開発の方向ます。また、「開発経営会議」において中長期的な視点に立った新製品開発や新技術開発の方向

性を検証するなど、将来に向けた取組も進めております。性を検証するなど、将来に向けた取組も進めております。性を検証するなど、将来に向けた取組も進めております。性を検証するなど、将来に向けた取組も進めております。    

②基幹製品の深耕と市場の活性化②基幹製品の深耕と市場の活性化②基幹製品の深耕と市場の活性化②基幹製品の深耕と市場の活性化    

カレー・シチュー・香辛料等の基幹製品におきまして、お客さまのご要望の変化を見極め、新カレー・シチュー・香辛料等の基幹製品におきまして、お客さまのご要望の変化を見極め、新カレー・シチュー・香辛料等の基幹製品におきまして、お客さまのご要望の変化を見極め、新カレー・シチュー・香辛料等の基幹製品におきまして、お客さまのご要望の変化を見極め、新

たな魅たな魅たな魅たな魅力を備えた価値ある製品の開発・改良に努めてまいります。特にレトルト食品につきま力を備えた価値ある製品の開発・改良に努めてまいります。特にレトルト食品につきま力を備えた価値ある製品の開発・改良に努めてまいります。特にレトルト食品につきま力を備えた価値ある製品の開発・改良に努めてまいります。特にレトルト食品につきま

しては、レトルトトータルしては、レトルトトータルしては、レトルトトータルしては、レトルトトータル No.1No.1No.1No.1 企業を目指し、新たに開発部門を独立させるなど組織面での整企業を目指し、新たに開発部門を独立させるなど組織面での整企業を目指し、新たに開発部門を独立させるなど組織面での整企業を目指し、新たに開発部門を独立させるなど組織面での整

備も進めております。併せて、効果あるプロモーション活動を積極的に展開することにより、備も進めております。併せて、効果あるプロモーション活動を積極的に展開することにより、備も進めております。併せて、効果あるプロモーション活動を積極的に展開することにより、備も進めております。併せて、効果あるプロモーション活動を積極的に展開することにより、

市場の活性化とお客さまのご支持の更なる拡大を目指してまいります。市場の活性化とお客さまのご支持の更なる拡大を目指してまいります。市場の活性化とお客さまのご支持の更なる拡大を目指してまいります。市場の活性化とお客さまのご支持の更なる拡大を目指してまいります。    

③成長分野への取組強化③成長分野への取組強化③成長分野への取組強化③成長分野への取組強化    

大きく成長しております健康食品分野におきましては、栄養調整食品「ピュア・イン」をはじ大きく成長しております健康食品分野におきましては、栄養調整食品「ピュア・イン」をはじ大きく成長しております健康食品分野におきましては、栄養調整食品「ピュア・イン」をはじ大きく成長しております健康食品分野におきましては、栄養調整食品「ピュア・イン」をはじ

め、口中清涼エチケットタブレット「さわやか吐息」などの製品ラインナップの充実・強化をめ、口中清涼エチケットタブレット「さわやか吐息」などの製品ラインナップの充実・強化をめ、口中清涼エチケットタブレット「さわやか吐息」などの製品ラインナップの充実・強化をめ、口中清涼エチケットタブレット「さわやか吐息」などの製品ラインナップの充実・強化を

図図図図り、収益性の改善に努め、将来の基幹製品の一つに育ててまいります。また、当社グループり、収益性の改善に努め、将来の基幹製品の一つに育ててまいります。また、当社グループり、収益性の改善に努め、将来の基幹製品の一つに育ててまいります。また、当社グループり、収益性の改善に努め、将来の基幹製品の一つに育ててまいります。また、当社グループ
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にとって開拓余地が大きく、成長の期待できる業務用製品につきましては、スピーディーにごにとって開拓余地が大きく、成長の期待できる業務用製品につきましては、スピーディーにごにとって開拓余地が大きく、成長の期待できる業務用製品につきましては、スピーディーにごにとって開拓余地が大きく、成長の期待できる業務用製品につきましては、スピーディーにご

要望にお応えできる開発体制に加えて、東西に統括拠点を設ける等、販売体制の一層の強化に要望にお応えできる開発体制に加えて、東西に統括拠点を設ける等、販売体制の一層の強化に要望にお応えできる開発体制に加えて、東西に統括拠点を設ける等、販売体制の一層の強化に要望にお応えできる開発体制に加えて、東西に統括拠点を設ける等、販売体制の一層の強化に

努めるとともに、新たなチャネルや低温度帯製品への取組を本格化してまいります。努めるとともに、新たなチャネルや低温度帯製品への取組を本格化してまいります。努めるとともに、新たなチャネルや低温度帯製品への取組を本格化してまいります。努めるとともに、新たなチャネルや低温度帯製品への取組を本格化してまいります。    

また、熟年生活者層に価値を認めていただける製品を群として開発し、需要の拡大を図ってままた、熟年生活者層に価値を認めていただける製品を群として開発し、需要の拡大を図ってままた、熟年生活者層に価値を認めていただける製品を群として開発し、需要の拡大を図ってままた、熟年生活者層に価値を認めていただける製品を群として開発し、需要の拡大を図ってま

いります。いります。いります。いります。    

④海外事業の拡大④海外事業の拡大④海外事業の拡大④海外事業の拡大    

順調に拡大を続ける米国の豆腐事業におきましては、ニューヨークの営業拠点順調に拡大を続ける米国の豆腐事業におきましては、ニューヨークの営業拠点順調に拡大を続ける米国の豆腐事業におきましては、ニューヨークの営業拠点順調に拡大を続ける米国の豆腐事業におきましては、ニューヨークの営業拠点をベースとしたをベースとしたをベースとしたをベースとした

東部での市場開拓に注力するとともに、同エリアにおける生産拠点の構築を進め、将来の販売東部での市場開拓に注力するとともに、同エリアにおける生産拠点の構築を進め、将来の販売東部での市場開拓に注力するとともに、同エリアにおける生産拠点の構築を進め、将来の販売東部での市場開拓に注力するとともに、同エリアにおける生産拠点の構築を進め、将来の販売

拡大に対応した体制整備にも取り組んでおります。また、レストラン事業では、米国西海岸、拡大に対応した体制整備にも取り組んでおります。また、レストラン事業では、米国西海岸、拡大に対応した体制整備にも取り組んでおります。また、レストラン事業では、米国西海岸、拡大に対応した体制整備にも取り組んでおります。また、レストラン事業では、米国西海岸、

中国上海および台湾への店舗展開を進め、海外でのカレーの普及に努めております。更に、中中国上海および台湾への店舗展開を進め、海外でのカレーの普及に努めております。更に、中中国上海および台湾への店舗展開を進め、海外でのカレーの普及に努めております。更に、中中国上海および台湾への店舗展開を進め、海外でのカレーの普及に努めております。更に、中

国市場では、味の素株式会社との合弁で設立したレトルト食品の製造・販売会社「上海好侍味国市場では、味の素株式会社との合弁で設立したレトルト食品の製造・販売会社「上海好侍味国市場では、味の素株式会社との合弁で設立したレトルト食品の製造・販売会社「上海好侍味国市場では、味の素株式会社との合弁で設立したレトルト食品の製造・販売会社「上海好侍味

之素食品有限公司」が昨年１０月よりレトルトカレーの生産・販売を開始したほか、新しく開之素食品有限公司」が昨年１０月よりレトルトカレーの生産・販売を開始したほか、新しく開之素食品有限公司」が昨年１０月よりレトルトカレーの生産・販売を開始したほか、新しく開之素食品有限公司」が昨年１０月よりレトルトカレーの生産・販売を開始したほか、新しく開

設した上海事務所を中心に将来の発展・拡大に向けた事業活動を地道に展開するなど、設した上海事務所を中心に将来の発展・拡大に向けた事業活動を地道に展開するなど、設した上海事務所を中心に将来の発展・拡大に向けた事業活動を地道に展開するなど、設した上海事務所を中心に将来の発展・拡大に向けた事業活動を地道に展開するなど、巨大マ巨大マ巨大マ巨大マ

ーケットである中国市場へ本格的に進出してまいります。これらを通じて、米食系民族へのカーケットである中国市場へ本格的に進出してまいります。これらを通じて、米食系民族へのカーケットである中国市場へ本格的に進出してまいります。これらを通じて、米食系民族へのカーケットである中国市場へ本格的に進出してまいります。これらを通じて、米食系民族へのカ

レーの普及を更に推し進めてまいります。レーの普及を更に推し進めてまいります。レーの普及を更に推し進めてまいります。レーの普及を更に推し進めてまいります。    

⑤コスト競争力の強化⑤コスト競争力の強化⑤コスト競争力の強化⑤コスト競争力の強化    

お客さまにご満足いただける製品をより低コストで作り出せる企業力の強化に努めてまいりまお客さまにご満足いただける製品をより低コストで作り出せる企業力の強化に努めてまいりまお客さまにご満足いただける製品をより低コストで作り出せる企業力の強化に努めてまいりまお客さまにご満足いただける製品をより低コストで作り出せる企業力の強化に努めてまいりま

す。特に開発・調達・生産・販売に亘る全ての部門におけるシステム・機能の見直しを図り、す。特に開発・調達・生産・販売に亘る全ての部門におけるシステム・機能の見直しを図り、す。特に開発・調達・生産・販売に亘る全ての部門におけるシステム・機能の見直しを図り、す。特に開発・調達・生産・販売に亘る全ての部門におけるシステム・機能の見直しを図り、

一段の合理化・効率化に取り組んでおります。また、コストダウンを推進する常設組織を置き、一段の合理化・効率化に取り組んでおります。また、コストダウンを推進する常設組織を置き、一段の合理化・効率化に取り組んでおります。また、コストダウンを推進する常設組織を置き、一段の合理化・効率化に取り組んでおります。また、コストダウンを推進する常設組織を置き、

マーケティングコストの効果的運用や雇用の多様化による人件費の削減など、全社的なコストマーケティングコストの効果的運用や雇用の多様化による人件費の削減など、全社的なコストマーケティングコストの効果的運用や雇用の多様化による人件費の削減など、全社的なコストマーケティングコストの効果的運用や雇用の多様化による人件費の削減など、全社的なコスト

低減運動を展開し、コス低減運動を展開し、コス低減運動を展開し、コス低減運動を展開し、コスト競争力の更なる強化に努め、利益重視経営の一層の浸透に注力してト競争力の更なる強化に努め、利益重視経営の一層の浸透に注力してト競争力の更なる強化に努め、利益重視経営の一層の浸透に注力してト競争力の更なる強化に努め、利益重視経営の一層の浸透に注力して

まいります。まいります。まいります。まいります。    

⑥グループ経営の強化⑥グループ経営の強化⑥グループ経営の強化⑥グループ経営の強化    

グループ各社が各々の事業活動を通じて自らの企業価値を高めるとともに、それぞれの役割をグループ各社が各々の事業活動を通じて自らの企業価値を高めるとともに、それぞれの役割をグループ各社が各々の事業活動を通じて自らの企業価値を高めるとともに、それぞれの役割をグループ各社が各々の事業活動を通じて自らの企業価値を高めるとともに、それぞれの役割を

確実に果たし、グループ全体の企業価値を増大させるよう努めてまいります。特に、海外子会確実に果たし、グループ全体の企業価値を増大させるよう努めてまいります。特に、海外子会確実に果たし、グループ全体の企業価値を増大させるよう努めてまいります。特に、海外子会確実に果たし、グループ全体の企業価値を増大させるよう努めてまいります。特に、海外子会

社では米国子会社２社を統括する持株会社を新たに設立するなど、グループ全体として運営の社では米国子会社２社を統括する持株会社を新たに設立するなど、グループ全体として運営の社では米国子会社２社を統括する持株会社を新たに設立するなど、グループ全体として運営の社では米国子会社２社を統括する持株会社を新たに設立するなど、グループ全体として運営の

効率化を図り、迅速かつ的確な意思決定による機動的なグループ経営を進めてまいります。効率化を図り、迅速かつ的確な意思決定による機動的なグループ経営を進めてまいります。効率化を図り、迅速かつ的確な意思決定による機動的なグループ経営を進めてまいります。効率化を図り、迅速かつ的確な意思決定による機動的なグループ経営を進めてまいります。    

⑦環境対応への取組強化⑦環境対応への取組強化⑦環境対応への取組強化⑦環境対応への取組強化    

環境宣言・環境方針に基づき、既に全工場で導入したＩＳＯ環境宣言・環境方針に基づき、既に全工場で導入したＩＳＯ環境宣言・環境方針に基づき、既に全工場で導入したＩＳＯ環境宣言・環境方針に基づき、既に全工場で導入したＩＳＯ－１４００１の環境マネジメント－１４００１の環境マネジメント－１４００１の環境マネジメント－１４００１の環境マネジメント

システムの運用徹底を推し進めるとともに、昨年７月に設置した環境活動推進室主導のもとに、システムの運用徹底を推し進めるとともに、昨年７月に設置した環境活動推進室主導のもとに、システムの運用徹底を推し進めるとともに、昨年７月に設置した環境活動推進室主導のもとに、システムの運用徹底を推し進めるとともに、昨年７月に設置した環境活動推進室主導のもとに、

生産活動をはじめとする全ての事業活動におきまして、廃棄物の減量化、リサイクル、省資源・生産活動をはじめとする全ての事業活動におきまして、廃棄物の減量化、リサイクル、省資源・生産活動をはじめとする全ての事業活動におきまして、廃棄物の減量化、リサイクル、省資源・生産活動をはじめとする全ての事業活動におきまして、廃棄物の減量化、リサイクル、省資源・

省エネルギーなどの循環型社会への対応に注力してまいります。環境への積極的な取組がお客省エネルギーなどの循環型社会への対応に注力してまいります。環境への積極的な取組がお客省エネルギーなどの循環型社会への対応に注力してまいります。環境への積極的な取組がお客省エネルギーなどの循環型社会への対応に注力してまいります。環境への積極的な取組がお客

さまから信頼され、愛される会社であるための必要条件であることを自覚し、引き続き人と自さまから信頼され、愛される会社であるための必要条件であることを自覚し、引き続き人と自さまから信頼され、愛される会社であるための必要条件であることを自覚し、引き続き人と自さまから信頼され、愛される会社であるための必要条件であることを自覚し、引き続き人と自

然に配慮した環境づくりに努めてまいります。然に配慮した環境づくりに努めてまいります。然に配慮した環境づくりに努めてまいります。然に配慮した環境づくりに努めてまいります。    

３．利益配分に関する基本方針３．利益配分に関する基本方針３．利益配分に関する基本方針３．利益配分に関する基本方針    

当社グループは、株主のみなさまへの利益還元を経営の最重要課題の一つ当社グループは、株主のみなさまへの利益還元を経営の最重要課題の一つ当社グループは、株主のみなさまへの利益還元を経営の最重要課題の一つ当社グループは、株主のみなさまへの利益還元を経営の最重要課題の一つと位置づけ、収益性と位置づけ、収益性と位置づけ、収益性と位置づけ、収益性

の向上と財務体質の強化に努めることにより、安定的な配当を続けることを基本方針としておりの向上と財務体質の強化に努めることにより、安定的な配当を続けることを基本方針としておりの向上と財務体質の強化に努めることにより、安定的な配当を続けることを基本方針としておりの向上と財務体質の強化に努めることにより、安定的な配当を続けることを基本方針としており
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ます。ます。ます。ます。    

内部留保金につきましては、将来を見据えた製造設備・研究開発等の投資資金や新たな事業展内部留保金につきましては、将来を見据えた製造設備・研究開発等の投資資金や新たな事業展内部留保金につきましては、将来を見据えた製造設備・研究開発等の投資資金や新たな事業展内部留保金につきましては、将来を見据えた製造設備・研究開発等の投資資金や新たな事業展

開のための費用として活用してまいりたいと考えております。開のための費用として活用してまいりたいと考えております。開のための費用として活用してまいりたいと考えております。開のための費用として活用してまいりたいと考えております。    

４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況    

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方    

当社は取締役会を取締役１５名で構成し、経営組織の活性化と迅速な意思決定を旨とする『ス当社は取締役会を取締役１５名で構成し、経営組織の活性化と迅速な意思決定を旨とする『ス当社は取締役会を取締役１５名で構成し、経営組織の活性化と迅速な意思決定を旨とする『ス当社は取締役会を取締役１５名で構成し、経営組織の活性化と迅速な意思決定を旨とする『ス

ピード経営』に取り組んでおります。一方、常勤監査ピード経営』に取り組んでおります。一方、常勤監査ピード経営』に取り組んでおります。一方、常勤監査ピード経営』に取り組んでおります。一方、常勤監査役３名、社外監査役１名により、当社グ役３名、社外監査役１名により、当社グ役３名、社外監査役１名により、当社グ役３名、社外監査役１名により、当社グ

ループ経営の監査を計画的に行うほか、必要に応じて会計監査人や顧問弁護士などと連携を図ループ経営の監査を計画的に行うほか、必要に応じて会計監査人や顧問弁護士などと連携を図ループ経営の監査を計画的に行うほか、必要に応じて会計監査人や顧問弁護士などと連携を図ループ経営の監査を計画的に行うほか、必要に応じて会計監査人や顧問弁護士などと連携を図

り、遵法経営に努めております。また、新たに制定した『行動規範』のもと、社員一人一人のり、遵法経営に努めております。また、新たに制定した『行動規範』のもと、社員一人一人のり、遵法経営に努めております。また、新たに制定した『行動規範』のもと、社員一人一人のり、遵法経営に努めております。また、新たに制定した『行動規範』のもと、社員一人一人の

行動基準を明確にし、企業倫理に基づく企業活動を進めております。行動基準を明確にし、企業倫理に基づく企業活動を進めております。行動基準を明確にし、企業倫理に基づく企業活動を進めております。行動基準を明確にし、企業倫理に基づく企業活動を進めております。    

併せて、株主や投資家のみなさまに対する積極的なＩＲ活動や企業情報の適時開示を通じて、併せて、株主や投資家のみなさまに対する積極的なＩＲ活動や企業情報の適時開示を通じて、併せて、株主や投資家のみなさまに対する積極的なＩＲ活動や企業情報の適時開示を通じて、併せて、株主や投資家のみなさまに対する積極的なＩＲ活動や企業情報の適時開示を通じて、

企業運営の透明性をより一層高めてまいります。企業運営の透明性をより一層高めてまいります。企業運営の透明性をより一層高めてまいります。企業運営の透明性をより一層高めてまいります。    

更に、ソマテックセンター（研究所）の「品質検証部」を中心に、品質保証体制の強化に取更に、ソマテックセンター（研究所）の「品質検証部」を中心に、品質保証体制の強化に取更に、ソマテックセンター（研究所）の「品質検証部」を中心に、品質保証体制の強化に取更に、ソマテックセンター（研究所）の「品質検証部」を中心に、品質保証体制の強化に取

り組むとともに、原材料の調達につり組むとともに、原材料の調達につり組むとともに、原材料の調達につり組むとともに、原材料の調達につきましても、生産地や流通経路を明確にするトレーサビリきましても、生産地や流通経路を明確にするトレーサビリきましても、生産地や流通経路を明確にするトレーサビリきましても、生産地や流通経路を明確にするトレーサビリ

ティの徹底に努め、食品企業の使命として、お客さまに安心と信頼をいただける製品をお届けティの徹底に努め、食品企業の使命として、お客さまに安心と信頼をいただける製品をお届けティの徹底に努め、食品企業の使命として、お客さまに安心と信頼をいただける製品をお届けティの徹底に努め、食品企業の使命として、お客さまに安心と信頼をいただける製品をお届け

してまいります。してまいります。してまいります。してまいります。    

    ②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況    

            当社は監査役制度採用会社であり、現在１名の社外監査役を選任しておりますが、改正商法当社は監査役制度採用会社であり、現在１名の社外監査役を選任しておりますが、改正商法当社は監査役制度採用会社であり、現在１名の社外監査役を選任しておりますが、改正商法当社は監査役制度採用会社であり、現在１名の社外監査役を選任しておりますが、改正商法

の規定に基づき、本年６月開催予定の定時株主総会において半数以上の社外監査役を選任するの規定に基づき、本年６月開催予定の定時株主総会において半数以上の社外監査役を選任するの規定に基づき、本年６月開催予定の定時株主総会において半数以上の社外監査役を選任するの規定に基づき、本年６月開催予定の定時株主総会において半数以上の社外監査役を選任する

予定であります。なお、現任社外監査役が相談役を務める味の素株式会社は、当社の原料仕入予定であります。なお、現任社外監査役が相談役を務める味の素株式会社は、当社の原料仕入予定であります。なお、現任社外監査役が相談役を務める味の素株式会社は、当社の原料仕入予定であります。なお、現任社外監査役が相談役を務める味の素株式会社は、当社の原料仕入

先であるとともに、中国上海においてレトルト食品の製先であるとともに、中国上海においてレトルト食品の製先であるとともに、中国上海においてレトルト食品の製先であるとともに、中国上海においてレトルト食品の製造販売会社を合弁にて設立、運営して造販売会社を合弁にて設立、運営して造販売会社を合弁にて設立、運営して造販売会社を合弁にて設立、運営して

おります。また、社外監査役を含む監査役会におきましては、兼任スタッフ３名が監査役監査おります。また、社外監査役を含む監査役会におきましては、兼任スタッフ３名が監査役監査おります。また、社外監査役を含む監査役会におきましては、兼任スタッフ３名が監査役監査おります。また、社外監査役を含む監査役会におきましては、兼任スタッフ３名が監査役監査

業務のサポートを行っております。業務のサポートを行っております。業務のサポートを行っております。業務のサポートを行っております。    

            企業倫理が強く求められる時代背景にあって、社員のより具体的な行動基準として昨年１０企業倫理が強く求められる時代背景にあって、社員のより具体的な行動基準として昨年１０企業倫理が強く求められる時代背景にあって、社員のより具体的な行動基準として昨年１０企業倫理が強く求められる時代背景にあって、社員のより具体的な行動基準として昨年１０

月に『ハウス食品行動規範』を新たに制定するとともに、社長を委員長とする『企業倫理委員月に『ハウス食品行動規範』を新たに制定するとともに、社長を委員長とする『企業倫理委員月に『ハウス食品行動規範』を新たに制定するとともに、社長を委員長とする『企業倫理委員月に『ハウス食品行動規範』を新たに制定するとともに、社長を委員長とする『企業倫理委員

会』を設置し、公正で適切な企業活動の徹底に努めております。会』を設置し、公正で適切な企業活動の徹底に努めております。会』を設置し、公正で適切な企業活動の徹底に努めております。会』を設置し、公正で適切な企業活動の徹底に努めております。    

５．投資単位の引下げに関する考え方および方針等５．投資単位の引下げに関する考え方および方針等５．投資単位の引下げに関する考え方および方針等５．投資単位の引下げに関する考え方および方針等    

  当社は、株式市場での流動性を高め、より多くの投資家のみなさまに投資していた当社は、株式市場での流動性を高め、より多くの投資家のみなさまに投資していた当社は、株式市場での流動性を高め、より多くの投資家のみなさまに投資していた当社は、株式市場での流動性を高め、より多くの投資家のみなさまに投資していただきやすいだきやすいだきやすいだきやすい

環境を整えるため、昨年７月１日より１単元の株式数を１，０００株から１００株へ引き下げて環境を整えるため、昨年７月１日より１単元の株式数を１，０００株から１００株へ引き下げて環境を整えるため、昨年７月１日より１単元の株式数を１，０００株から１００株へ引き下げて環境を整えるため、昨年７月１日より１単元の株式数を１，０００株から１００株へ引き下げて

おります。おります。おります。おります。 
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経経経経        営営営営        成成成成        績績績績        おおおお        よよよよ        びびびび        財財財財        政政政政        状状状状        態態態態    
    
１．当期の業績の概況１．当期の業績の概況１．当期の業績の概況１．当期の業績の概況 

当期は、合理化努力等により企業業績に回復の兆しが見られましたものの、生産活動や設備投当期は、合理化努力等により企業業績に回復の兆しが見られましたものの、生産活動や設備投当期は、合理化努力等により企業業績に回復の兆しが見られましたものの、生産活動や設備投当期は、合理化努力等により企業業績に回復の兆しが見られましたものの、生産活動や設備投

資は未だ盛り上がりに欠ける状況にありました。資は未だ盛り上がりに欠ける状況にありました。資は未だ盛り上がりに欠ける状況にありました。資は未だ盛り上がりに欠ける状況にありました。    

また、緊迫する国際情勢や株式市場の低迷、金融システム不安が懸念されるなか、失業率は過また、緊迫する国際情勢や株式市場の低迷、金融システム不安が懸念されるなか、失業率は過また、緊迫する国際情勢や株式市場の低迷、金融システム不安が懸念されるなか、失業率は過また、緊迫する国際情勢や株式市場の低迷、金融システム不安が懸念されるなか、失業率は過

去最悪の水準が続き、雇用情勢や所得環境への不安感が消費者心理に大きく影を落とすなど、景去最悪の水準が続き、雇用情勢や所得環境への不安感が消費者心理に大きく影を落とすなど、景去最悪の水準が続き、雇用情勢や所得環境への不安感が消費者心理に大きく影を落とすなど、景去最悪の水準が続き、雇用情勢や所得環境への不安感が消費者心理に大きく影を落とすなど、景

況感は依然として厳しい状況が続きました。況感は依然として厳しい状況が続きました。況感は依然として厳しい状況が続きました。況感は依然として厳しい状況が続きました。            

生産者の信用に係る問題が相次いだ生活関連業界におきましては、お客さまの品質や生産者の信用に係る問題が相次いだ生活関連業界におきましては、お客さまの品質や生産者の信用に係る問題が相次いだ生活関連業界におきましては、お客さまの品質や生産者の信用に係る問題が相次いだ生活関連業界におきましては、お客さまの品質や安全性に安全性に安全性に安全性に

対する選択眼がますます厳しさを増し、安心と信頼のブランドを確実にお届けする企業姿勢が強対する選択眼がますます厳しさを増し、安心と信頼のブランドを確実にお届けする企業姿勢が強対する選択眼がますます厳しさを増し、安心と信頼のブランドを確実にお届けする企業姿勢が強対する選択眼がますます厳しさを増し、安心と信頼のブランドを確実にお届けする企業姿勢が強

く求められております。く求められております。く求められております。く求められております。                                

また、価格競争が一段と激化する流通業界では、過当競争により販売の伸び悩みが顕著となっまた、価格競争が一段と激化する流通業界では、過当競争により販売の伸び悩みが顕著となっまた、価格競争が一段と激化する流通業界では、過当競争により販売の伸び悩みが顕著となっまた、価格競争が一段と激化する流通業界では、過当競争により販売の伸び悩みが顕著となっ

ておりますが、従来の価格重視の販売政策のなかにあって、お客さまに商品やサービスのより高ておりますが、従来の価格重視の販売政策のなかにあって、お客さまに商品やサービスのより高ておりますが、従来の価格重視の販売政策のなかにあって、お客さまに商品やサービスのより高ておりますが、従来の価格重視の販売政策のなかにあって、お客さまに商品やサービスのより高

い価値を認めていただき、購買意欲を喚起するための新たな施策への転換も模索されております。い価値を認めていただき、購買意欲を喚起するための新たな施策への転換も模索されております。い価値を認めていただき、購買意欲を喚起するための新たな施策への転換も模索されております。い価値を認めていただき、購買意欲を喚起するための新たな施策への転換も模索されております。    

このような状況にあって、当社グループは、基幹製品のカレー・シチューをはじめ成長分野でこのような状況にあって、当社グループは、基幹製品のカレー・シチューをはじめ成長分野でこのような状況にあって、当社グループは、基幹製品のカレー・シチューをはじめ成長分野でこのような状況にあって、当社グループは、基幹製品のカレー・シチューをはじめ成長分野で

ある栄養調整食品を中心に、お客さまにある栄養調整食品を中心に、お客さまにある栄養調整食品を中心に、お客さまにある栄養調整食品を中心に、お客さまに更なるご支持をいただけるよう積極的な製品開発やマー更なるご支持をいただけるよう積極的な製品開発やマー更なるご支持をいただけるよう積極的な製品開発やマー更なるご支持をいただけるよう積極的な製品開発やマー

ケティング活動を展開してまいりました。ケティング活動を展開してまいりました。ケティング活動を展開してまいりました。ケティング活動を展開してまいりました。    

また、メーカーの使命である「製品開発力の強化」を最重要取組事項とし、中長期の製品開発また、メーカーの使命である「製品開発力の強化」を最重要取組事項とし、中長期の製品開発また、メーカーの使命である「製品開発力の強化」を最重要取組事項とし、中長期の製品開発また、メーカーの使命である「製品開発力の強化」を最重要取組事項とし、中長期の製品開発

や技術開発の方向性を明確化すべく、研究部門であるソマテックセンターをマーケティング本部や技術開発の方向性を明確化すべく、研究部門であるソマテックセンターをマーケティング本部や技術開発の方向性を明確化すべく、研究部門であるソマテックセンターをマーケティング本部や技術開発の方向性を明確化すべく、研究部門であるソマテックセンターをマーケティング本部

に統合し、製品開発体制の充実・強化を図りました。更に、カレーを中心に展開しておりますレに統合し、製品開発体制の充実・強化を図りました。更に、カレーを中心に展開しておりますレに統合し、製品開発体制の充実・強化を図りました。更に、カレーを中心に展開しておりますレに統合し、製品開発体制の充実・強化を図りました。更に、カレーを中心に展開しておりますレ

トルト食品におきまして、“レトルト食品トータルでのトルト食品におきまして、“レトルト食品トータルでのトルト食品におきまして、“レトルト食品トータルでのトルト食品におきまして、“レトルト食品トータルでの NoNoNoNo．．．．1111 企業”を目指し、独立した専門組織企業”を目指し、独立した専門組織企業”を目指し、独立した専門組織企業”を目指し、独立した専門組織

を設け、幅広い製品開発ができる体制を整えました。を設け、幅広い製品開発ができる体制を整えました。を設け、幅広い製品開発ができる体制を整えました。を設け、幅広い製品開発ができる体制を整えました。    

併せて、当社グループにとっ併せて、当社グループにとっ併せて、当社グループにとっ併せて、当社グループにとって開拓余地の大きな業務用製品では、パンルート等新たなチャネて開拓余地の大きな業務用製品では、パンルート等新たなチャネて開拓余地の大きな業務用製品では、パンルート等新たなチャネて開拓余地の大きな業務用製品では、パンルート等新たなチャネ

ルの拡大に注力するとともに、低温度帯製品ヘの取組にも着手しましたほか、独立した販売組織ルの拡大に注力するとともに、低温度帯製品ヘの取組にも着手しましたほか、独立した販売組織ルの拡大に注力するとともに、低温度帯製品ヘの取組にも着手しましたほか、独立した販売組織ルの拡大に注力するとともに、低温度帯製品ヘの取組にも着手しましたほか、独立した販売組織

に変更し、営業力の強化にも努めております。に変更し、営業力の強化にも努めております。に変更し、営業力の強化にも努めております。に変更し、営業力の強化にも努めております。    

海外事業では、巨大マーケットである中国での営業拠点として上海事務所を開設いたしました。海外事業では、巨大マーケットである中国での営業拠点として上海事務所を開設いたしました。海外事業では、巨大マーケットである中国での営業拠点として上海事務所を開設いたしました。海外事業では、巨大マーケットである中国での営業拠点として上海事務所を開設いたしました。

また、味の素株式会社との合弁で設立した「上海好侍味之素食品有限公司」は、昨年１０月からまた、味の素株式会社との合弁で設立した「上海好侍味之素食品有限公司」は、昨年１０月からまた、味の素株式会社との合弁で設立した「上海好侍味之素食品有限公司」は、昨年１０月からまた、味の素株式会社との合弁で設立した「上海好侍味之素食品有限公司」は、昨年１０月から

レトルトカレーの製造販売をスタートし、お客さまから高い評価をいただいております。レトルトカレーの製造販売をスタートし、お客さまから高い評価をいただいております。レトルトカレーの製造販売をスタートし、お客さまから高い評価をいただいております。レトルトカレーの製造販売をスタートし、お客さまから高い評価をいただいております。    

一方、既に生産部門を中心に進めてまいりましたＩＳＯ－１４００１を全社一方、既に生産部門を中心に進めてまいりましたＩＳＯ－１４００１を全社一方、既に生産部門を中心に進めてまいりましたＩＳＯ－１４００１を全社一方、既に生産部門を中心に進めてまいりましたＩＳＯ－１４００１を全社レベルでの運用展レベルでの運用展レベルでの運用展レベルでの運用展

開に広げるべく、昨年７月に環境活動推進室を新設し、「環境宣言・環境方針」に基づく全社的環開に広げるべく、昨年７月に環境活動推進室を新設し、「環境宣言・環境方針」に基づく全社的環開に広げるべく、昨年７月に環境活動推進室を新設し、「環境宣言・環境方針」に基づく全社的環開に広げるべく、昨年７月に環境活動推進室を新設し、「環境宣言・環境方針」に基づく全社的環

境活動の推進にも取り組んでおります。境活動の推進にも取り組んでおります。境活動の推進にも取り組んでおります。境活動の推進にも取り組んでおります。    



 
連連連連----9999    

なお、株主さまへの利益還元の一環としまして、１５０万株の自己株式取得・消却を実施させなお、株主さまへの利益還元の一環としまして、１５０万株の自己株式取得・消却を実施させなお、株主さまへの利益還元の一環としまして、１５０万株の自己株式取得・消却を実施させなお、株主さまへの利益還元の一環としまして、１５０万株の自己株式取得・消却を実施させ

ていただきました。ていただきました。ていただきました。ていただきました。 

以上の結果、販売競争が激化する大変厳しい市場環境にありましたが、連結売上高は１，９１以上の結果、販売競争が激化する大変厳しい市場環境にありましたが、連結売上高は１，９１以上の結果、販売競争が激化する大変厳しい市場環境にありましたが、連結売上高は１，９１以上の結果、販売競争が激化する大変厳しい市場環境にありましたが、連結売上高は１，９１

４億１３百万円、対前期比１．２％の増収となりました。４億１３百万円、対前期比１．２％の増収となりました。４億１３百万円、対前期比１．２％の増収となりました。４億１３百万円、対前期比１．２％の増収となりました。    

一方、利益面では、競合激化により販売促進費等の増加を余儀なくされましたものの、広告費一方、利益面では、競合激化により販売促進費等の増加を余儀なくされましたものの、広告費一方、利益面では、競合激化により販売促進費等の増加を余儀なくされましたものの、広告費一方、利益面では、競合激化により販売促進費等の増加を余儀なくされましたものの、広告費

の運用方法の見直しを図るなどマーケティングコの運用方法の見直しを図るなどマーケティングコの運用方法の見直しを図るなどマーケティングコの運用方法の見直しを図るなどマーケティングコストトータルでの改善や、引き続き原価低減等ストトータルでの改善や、引き続き原価低減等ストトータルでの改善や、引き続き原価低減等ストトータルでの改善や、引き続き原価低減等

コスト削減に取り組みました結果、連結営業利益は７８億１０百万円、対前期比１５．５％の増、コスト削減に取り組みました結果、連結営業利益は７８億１０百万円、対前期比１５．５％の増、コスト削減に取り組みました結果、連結営業利益は７８億１０百万円、対前期比１５．５％の増、コスト削減に取り組みました結果、連結営業利益は７８億１０百万円、対前期比１５．５％の増、

連結経常利益は８８億３７百万円、対前期比７．９％の増益となりました。また、連結当期純利連結経常利益は８８億３７百万円、対前期比７．９％の増益となりました。また、連結当期純利連結経常利益は８８億３７百万円、対前期比７．９％の増益となりました。また、連結当期純利連結経常利益は８８億３７百万円、対前期比７．９％の増益となりました。また、連結当期純利

益につきましては、特別損失として投資有価証券評価損等が発生いたしましたが、厚生年金基金益につきましては、特別損失として投資有価証券評価損等が発生いたしましたが、厚生年金基金益につきましては、特別損失として投資有価証券評価損等が発生いたしましたが、厚生年金基金益につきましては、特別損失として投資有価証券評価損等が発生いたしましたが、厚生年金基金

の代行部分の返上により特別利益を計上いたしましたことなどから、５３億５３百万円、対前期の代行部分の返上により特別利益を計上いたしましたことなどから、５３億５３百万円、対前期の代行部分の返上により特別利益を計上いたしましたことなどから、５３億５３百万円、対前期の代行部分の返上により特別利益を計上いたしましたことなどから、５３億５３百万円、対前期

比５３．０％の大幅な増益となりました。比５３．０％の大幅な増益となりました。比５３．０％の大幅な増益となりました。比５３．０％の大幅な増益となりました。    
    
２．次期の見通し２．次期の見通し２．次期の見通し２．次期の見通し    

さて今後の見通しでございますが、長期化する消費不況により経済全体さて今後の見通しでございますが、長期化する消費不況により経済全体さて今後の見通しでございますが、長期化する消費不況により経済全体さて今後の見通しでございますが、長期化する消費不況により経済全体の閉塞感が根強いなか、の閉塞感が根強いなか、の閉塞感が根強いなか、の閉塞感が根強いなか、

企業の合理化策に伴う厳しい雇用・所得環境から、消費マインドの改善は当面期待できず、不安企業の合理化策に伴う厳しい雇用・所得環境から、消費マインドの改善は当面期待できず、不安企業の合理化策に伴う厳しい雇用・所得環境から、消費マインドの改善は当面期待できず、不安企業の合理化策に伴う厳しい雇用・所得環境から、消費マインドの改善は当面期待できず、不安

定な金融情勢とも相まって、景気回復への道筋は、不透明な状況が続くものと予想されます。定な金融情勢とも相まって、景気回復への道筋は、不透明な状況が続くものと予想されます。定な金融情勢とも相まって、景気回復への道筋は、不透明な状況が続くものと予想されます。定な金融情勢とも相まって、景気回復への道筋は、不透明な状況が続くものと予想されます。    

生活関連業界におきましては、お客さまのご支持を勝ち取るべく企業間競争はますます激化し生活関連業界におきましては、お客さまのご支持を勝ち取るべく企業間競争はますます激化し生活関連業界におきましては、お客さまのご支持を勝ち取るべく企業間競争はますます激化し生活関連業界におきましては、お客さまのご支持を勝ち取るべく企業間競争はますます激化し

ており、更なるコスト競争力の強化が急務となっております。ており、更なるコスト競争力の強化が急務となっております。ており、更なるコスト競争力の強化が急務となっております。ており、更なるコスト競争力の強化が急務となっております。    

また、低価格化傾向が続く一方で、お客さまの品質やサービスに対するご要望の高まりが一段また、低価格化傾向が続く一方で、お客さまの品質やサービスに対するご要望の高まりが一段また、低価格化傾向が続く一方で、お客さまの品質やサービスに対するご要望の高まりが一段また、低価格化傾向が続く一方で、お客さまの品質やサービスに対するご要望の高まりが一段

と顕著となり、生産者には価格に見合う価値を伴った製品の提供力が一層求められております。と顕著となり、生産者には価格に見合う価値を伴った製品の提供力が一層求められております。と顕著となり、生産者には価格に見合う価値を伴った製品の提供力が一層求められております。と顕著となり、生産者には価格に見合う価値を伴った製品の提供力が一層求められております。    

当社当社当社当社グループといたしましては、事実把握と仮説・検証を繰り返すことにより、お客さまのごグループといたしましては、事実把握と仮説・検証を繰り返すことにより、お客さまのごグループといたしましては、事実把握と仮説・検証を繰り返すことにより、お客さまのごグループといたしましては、事実把握と仮説・検証を繰り返すことにより、お客さまのご

要望を確実に捉え、よりご満足いただける価値ある製品を提供し続けることを通して、お客さま要望を確実に捉え、よりご満足いただける価値ある製品を提供し続けることを通して、お客さま要望を確実に捉え、よりご満足いただける価値ある製品を提供し続けることを通して、お客さま要望を確実に捉え、よりご満足いただける価値ある製品を提供し続けることを通して、お客さま

の食生活と健康に貢献してまいります。の食生活と健康に貢献してまいります。の食生活と健康に貢献してまいります。の食生活と健康に貢献してまいります。    

特にカレーやシチュー、スパイスなどの基幹製品につきましては、市場の活性化やマーケット特にカレーやシチュー、スパイスなどの基幹製品につきましては、市場の活性化やマーケット特にカレーやシチュー、スパイスなどの基幹製品につきましては、市場の活性化やマーケット特にカレーやシチュー、スパイスなどの基幹製品につきましては、市場の活性化やマーケット

シェアの維持拡大のためにより一層の深耕を図るとともに、重点分野である健康食品、コンビニシェアの維持拡大のためにより一層の深耕を図るとともに、重点分野である健康食品、コンビニシェアの維持拡大のためにより一層の深耕を図るとともに、重点分野である健康食品、コンビニシェアの維持拡大のためにより一層の深耕を図るとともに、重点分野である健康食品、コンビニ

エンス用製品、熟年層向け製品につきましては、お客さまに更なる価値を認めていただける製品エンス用製品、熟年層向け製品につきましては、お客さまに更なる価値を認めていただける製品エンス用製品、熟年層向け製品につきましては、お客さまに更なる価値を認めていただける製品エンス用製品、熟年層向け製品につきましては、お客さまに更なる価値を認めていただける製品

開発に注力してまいります。併せて、業務用製品では低温開発に注力してまいります。併せて、業務用製品では低温開発に注力してまいります。併せて、業務用製品では低温開発に注力してまいります。併せて、業務用製品では低温度帯製品の拡充に取り組むなど新分野度帯製品の拡充に取り組むなど新分野度帯製品の拡充に取り組むなど新分野度帯製品の拡充に取り組むなど新分野

へのチャレンジも積極的に推し進めてまいります。へのチャレンジも積極的に推し進めてまいります。へのチャレンジも積極的に推し進めてまいります。へのチャレンジも積極的に推し進めてまいります。    

一方、コストダウンを推進する常設組織を置き、引き続き全社的なコスト低減活動を展開し、一方、コストダウンを推進する常設組織を置き、引き続き全社的なコスト低減活動を展開し、一方、コストダウンを推進する常設組織を置き、引き続き全社的なコスト低減活動を展開し、一方、コストダウンを推進する常設組織を置き、引き続き全社的なコスト低減活動を展開し、

一段と厳しさを増す市場でのコスト競争力を高めるよう努力してまいります。一段と厳しさを増す市場でのコスト競争力を高めるよう努力してまいります。一段と厳しさを増す市場でのコスト競争力を高めるよう努力してまいります。一段と厳しさを増す市場でのコスト競争力を高めるよう努力してまいります。    

また、原料の生産地をはじめ、製造・販売にいたるまでの情報を明確にしたトレーサビリティまた、原料の生産地をはじめ、製造・販売にいたるまでの情報を明確にしたトレーサビリティまた、原料の生産地をはじめ、製造・販売にいたるまでの情報を明確にしたトレーサビリティまた、原料の生産地をはじめ、製造・販売にいたるまでの情報を明確にしたトレーサビリティ

の徹底を進め、お客さまに安心と信頼をお届けできる体制の更なる充実に注力してまいります。の徹底を進め、お客さまに安心と信頼をお届けできる体制の更なる充実に注力してまいります。の徹底を進め、お客さまに安心と信頼をお届けできる体制の更なる充実に注力してまいります。の徹底を進め、お客さまに安心と信頼をお届けできる体制の更なる充実に注力してまいります。    

    



 
連連連連----10101010    

次期の業績につきましては、連結売上高は１，９８０億円（対前期比１０３．４％）、連結営業次期の業績につきましては、連結売上高は１，９８０億円（対前期比１０３．４％）、連結営業次期の業績につきましては、連結売上高は１，９８０億円（対前期比１０３．４％）、連結営業次期の業績につきましては、連結売上高は１，９８０億円（対前期比１０３．４％）、連結営業

利益は９０億利益は９０億利益は９０億利益は９０億円（対前期比１１５．２％）、連結経常利益は１００億円（対前期比１１３．１％）、円（対前期比１１５．２％）、連結経常利益は１００億円（対前期比１１３．１％）、円（対前期比１１５．２％）、連結経常利益は１００億円（対前期比１１３．１％）、円（対前期比１１５．２％）、連結経常利益は１００億円（対前期比１１３．１％）、

連結当期純利益は４５億円（対前期比８４．１％）を予定しております。連結当期純利益は４５億円（対前期比８４．１％）を予定しております。連結当期純利益は４５億円（対前期比８４．１％）を予定しております。連結当期純利益は４５億円（対前期比８４．１％）を予定しております。    

    

３．キャッシュ・フローの状況３．キャッシュ・フローの状況３．キャッシュ・フローの状況３．キャッシュ・フローの状況    

当期のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フロー９３億７３百当期のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フロー９３億７３百当期のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フロー９３億７３百当期のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フロー９３億７３百

万円、「投資有価証券の売却」等の投資活動によるキャッシュ・フロー９９億５６百万円に対し、万円、「投資有価証券の売却」等の投資活動によるキャッシュ・フロー９９億５６百万円に対し、万円、「投資有価証券の売却」等の投資活動によるキャッシュ・フロー９９億５６百万円に対し、万円、「投資有価証券の売却」等の投資活動によるキャッシュ・フロー９９億５６百万円に対し、

「社債の償還」、「配当金の支払」等の財務活動によるキャッシュ・フロー１８７億３３百万円を「社債の償還」、「配当金の支払」等の財務活動によるキャッシュ・フロー１８７億３３百万円を「社債の償還」、「配当金の支払」等の財務活動によるキャッシュ・フロー１８７億３３百万円を「社債の償還」、「配当金の支払」等の財務活動によるキャッシュ・フロー１８７億３３百万円を

減じました結果、当期の現金および現金同等物の残高は４７０億９５百万円となり減じました結果、当期の現金および現金同等物の残高は４７０億９５百万円となり減じました結果、当期の現金および現金同等物の残高は４７０億９５百万円となり減じました結果、当期の現金および現金同等物の残高は４７０億９５百万円となり、期首残高よ、期首残高よ、期首残高よ、期首残高よ

り４億３２百万円増加いたしました。り４億３２百万円増加いたしました。り４億３２百万円増加いたしました。り４億３２百万円増加いたしました。    

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標は次のとおりであります。なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標は次のとおりであります。なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標は次のとおりであります。なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標は次のとおりであります。    

    2000200020002000 年年年年 3333月期月期月期月期    2001200120012001 年年年年 3333月期月期月期月期    2002200220022002 年年年年 3333月期月期月期月期    2003200320032003 年年年年 3333月期月期月期月期    

株主資本比率（％）株主資本比率（％）株主資本比率（％）株主資本比率（％）    ７５．０７５．０７５．０７５．０    ７２．８７２．８７２．８７２．８    ７２．６７２．６７２．６７２．６    ７９．５７９．５７９．５７９．５    

時価ベースの株主資本比率（％）時価ベースの株主資本比率（％）時価ベースの株主資本比率（％）時価ベースの株主資本比率（％）    ７６．７７６．７７６．７７６．７    ６５．１６５．１６５．１６５．１    ５４．４５４．４５４．４５４．４    ５６．３５６．３５６．３５６．３    

債務償還年数（年）債務償還年数（年）債務償還年数（年）債務償還年数（年）    １．１１．１１．１１．１    １．５１．５１．５１．５    １．９１．９１．９１．９    ０．１０．１０．１０．１    

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ    ４９．５４９．５４９．５４９．５    ３７．６３７．６３７．６３７．６    ２９．３２９．３２９．３２９．３    ３４．１３４．１３４．１３４．１    

（注）株主資本比率：株主資本／総資産（注）株主資本比率：株主資本／総資産（注）株主資本比率：株主資本／総資産（注）株主資本比率：株主資本／総資産    

            時価ベ時価ベ時価ベ時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産ースの株主資本比率：株式時価総額／総資産ースの株主資本比率：株式時価総額／総資産ースの株主資本比率：株式時価総額／総資産    

            債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー    

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払いインタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払いインタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払いインタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い    

            1.1.1.1.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。    

            2.2.2.2.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式数を控除）により算出株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式数を控除）により算出株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式数を控除）により算出株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式数を控除）により算出

しております。しております。しております。しております。    

            3.3.3.3.営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ

シュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されているシュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されているシュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されているシュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている

負債のうち負債のうち負債のうち負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いに、利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いに、利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いに、利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いに

ついては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。ついては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。ついては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。ついては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。    

    

     



１．比較連結貸借対照表１．比較連結貸借対照表１．比較連結貸借対照表１．比較連結貸借対照表
(単位：百万円）(単位：百万円）(単位：百万円）(単位：百万円）

　　　　

 流 　動　 資　 産 流 　動　 資　 産 流 　動　 資　 産 流 　動　 資　 産 《《《《 102,446102,446102,446102,446 》》》》 《《《《 105,516105,516105,516105,516 》》》》 《《《《 △△△△ 3,0693,0693,0693,069 》》》》
　　　　 現現現現 金金金金 ・・・・ 預預預預 金金金金 47,09547,09547,09547,095 46,66346,66346,66346,663 432432432432
　　　　 受受受受 取取取取 手手手手 形形形形 ・・・・ 売売売売 掛掛掛掛 金金金金 34,64334,64334,64334,643 36,71336,71336,71336,713 △△△△ 2,0702,0702,0702,070
　　　　 有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 9,6729,6729,6729,672 8,6328,6328,6328,632 1,0391,0391,0391,039
　　　　 たたたた なななな 卸卸卸卸 資資資資 産産産産 8,8688,8688,8688,868 9,9929,9929,9929,992 △△△△ 1,1241,1241,1241,124
　　　　 繰繰繰繰 延延延延 税税税税 金金金金 資資資資 産産産産 815815815815 1,4881,4881,4881,488 △△△△ 672672672672
そそそそ のののの 他他他他 のののの 流流流流 動動動動 資資資資 産産産産 1,4701,4701,4701,470 2,0292,0292,0292,029 △△△△ 558558558558

　　　　 貸貸貸貸 倒倒倒倒 引引引引 当当当当 金金金金 △△△△ 119119119119 △△△△ 3333 △△△△ 115115115115

 固　 定　 資　 産 固　 定　 資　 産 固　 定　 資　 産 固　 定　 資　 産 《《《《 114,242114,242114,242114,242 》》》》 《《《《 131,960131,960131,960131,960 》》》》 《《《《 △△△△ 17,71717,71717,71717,717 》》》》
有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産 （（（（ 53,16553,16553,16553,165 ）））） （（（（ 55,27455,27455,27455,274 ）））） （（（（ △△△△ 2,1082,1082,1082,108 ））））
建建建建 物物物物 ・・・・ 構構構構 築築築築 物物物物 22,51822,51822,51822,518 23,27523,27523,27523,275 △△△△ 757757757757
機機機機 械械械械 装装装装 置置置置 ・・・・ 運運運運 搬搬搬搬 具具具具 11,94811,94811,94811,948 12,00612,00612,00612,006 △△△△ 57575757
土土土土 地地地地 17,34017,34017,34017,340 17,39417,39417,39417,394 △△△△ 53535353
建建建建 設設設設 仮仮仮仮 勘勘勘勘 定定定定 220220220220 1,2781,2781,2781,278 △△△△ 1,0581,0581,0581,058
そそそそ のののの 他他他他 のののの 有有有有 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 1,1371,1371,1371,137 1,3191,3191,3191,319 △△△△ 182182182182

無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産 （（（（ 519519519519 ）））） （（（（ 612612612612 ）））） （（（（ △△△△ 92929292 ））））
ソソソソ フフフフ トトトト ウウウウ ェェェェ アアアア 272272272272 345345345345 △△△△ 73737373
そそそそ のののの 他他他他 のののの 無無無無 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 247247247247 266266266266 △△△△ 19191919

投 資 そ の 他 の 資 産投 資 そ の 他 の 資 産投 資 そ の 他 の 資 産投 資 そ の 他 の 資 産 （（（（ 60,55660,55660,55660,556 ）））） （（（（ 76,07376,07376,07376,073 ）））） （（（（ △△△△ 15,51715,51715,51715,517 ））））
投投投投 資資資資 有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 53,88153,88153,88153,881 70,42870,42870,42870,428 △△△△ 16,54616,54616,54616,546
長長長長 期期期期 貸貸貸貸 付付付付 金金金金 23232323 24242424 △△△△ 0000
繰繰繰繰 延延延延 税税税税 金金金金 資資資資 産産産産 4,1204,1204,1204,120 2,7572,7572,7572,757 1,3621,3621,3621,362
そそそそ のののの 他他他他 のののの 投投投投 資資資資 等等等等 2,8782,8782,8782,878 3,1603,1603,1603,160 △△△△ 282282282282
貸貸貸貸 倒倒倒倒 引引引引 当当当当 金金金金 △△△△ 346346346346 △△△△ 297297297297 △△△△ 49494949

資    産    合    計資    産    合    計資    産    合    計資    産    合    計 216,689216,689216,689216,689 237,477237,477237,477237,477 △△△△ 20,78720,78720,78720,787

連　結　財　務　諸　表　等連　結　財　務　諸　表　等連　結　財　務　諸　表　等連　結　財　務　諸　表　等

増　減　額増　減　額増　減　額増　減　額科　　　　　目科　　　　　目科　　　　　目科　　　　　目

資　　　　産　　　　の　　　　部資　　　　産　　　　の　　　　部資　　　　産　　　　の　　　　部資　　　　産　　　　の　　　　部

（Ｈ15．3．31現在）（Ｈ15．3．31現在）（Ｈ15．3．31現在）（Ｈ15．3．31現在）
当連結会計年度末当連結会計年度末当連結会計年度末当連結会計年度末 前連結会計年度末前連結会計年度末前連結会計年度末前連結会計年度末

（Ｈ14．3．31現在）（Ｈ14．3．31現在）（Ｈ14．3．31現在）（Ｈ14．3．31現在）

連-11連-11連-11連-11



(単位：百万円）(単位：百万円）(単位：百万円）(単位：百万円）

　　　　 　　　　

流   動   負   債流   動   負   債流   動   負   債流   動   負   債 《《《《 33,70833,70833,70833,708 》》》》 《《《《 52,18052,18052,18052,180 》》》》 《《《《 △△△△ 18,47118,47118,47118,471 》》》》
　　　　支支支支 払払払払 手手手手 形形形形 ・・・・ 買買買買 掛掛掛掛 金金金金 16,41916,41916,41916,419 20,83020,83020,83020,830 △△△△ 4,4114,4114,4114,411
　　　　未未未未 払払払払 金金金金 12,30212,30212,30212,302 12,27112,27112,27112,271 30303030
　　　　未未未未 払払払払 法法法法 人人人人 税税税税 等等等等 2,8752,8752,8752,875 911911911911 1,9641,9641,9641,964
一一一一年年年年内内内内償償償償還還還還予予予予定定定定転転転転換換換換社社社社債債債債 －－－－ 14,89414,89414,89414,894 △△△△ 14,89414,89414,89414,894

　　　　そそそそ のののの 他他他他 のののの 流流流流 動動動動 負負負負 債債債債 2,1112,1112,1112,111 3,2723,2723,2723,272 △△△△ 1,1601,1601,1601,160

固   定   負   債固   定   負   債固   定   負   債固   定   負   債 《《《《 10,34210,34210,34210,342 》》》》 《《《《 12,62312,62312,62312,623 》》》》 《《《《 △△△△ 2,2812,2812,2812,281 》》》》
繰繰繰繰 延延延延 税税税税 金金金金 負負負負 債債債債 －－－－ 2222 △△△△ 2222
役役役役 員員員員 退退退退 職職職職 慰慰慰慰 労労労労 引引引引 当当当当 金金金金 822822822822 1,0661,0661,0661,066 △△△△ 243243243243
退退退退 職職職職 給給給給 付付付付 引引引引 当当当当 金金金金 8,5918,5918,5918,591 10,67810,67810,67810,678 △△△△ 2,0862,0862,0862,086
連連連連 結結結結 調調調調 整整整整 勘勘勘勘 定定定定 263263263263 505505505505 △△△△ 242242242242
そそそそ のののの 他他他他 のののの 固固固固 定定定定 負負負負 債債債債 664664664664 370370370370 294294294294

負    債    合    計負    債    合    計負    債    合    計負    債    合    計 44,05144,05144,05144,051 64,80364,80364,80364,803 △△△△ 20,75220,75220,75220,752

少  数  株  主  持  分少  数  株  主  持  分少  数  株  主  持  分少  数  株  主  持  分 《《《《 394394394394 》》》》 《《《《 363363363363 》》》》 《《《《 30303030 》》》》

　　　　 　　　　

資      本      金資      本      金資      本      金資      本      金 《《《《 －－－－ 》》》》 《《《《 9,9489,9489,9489,948 》》》》 《《《《 △△△△ 9,9489,9489,9489,948 》》》》
資  本  準  備  金資  本  準  備  金資  本  準  備  金資  本  準  備  金 《《《《 －－－－ 》》》》 《《《《 23,86823,86823,86823,868 》》》》 《《《《 △△△△ 23,86823,86823,86823,868 》》》》
連  結  剰  余  金連  結  剰  余  金連  結  剰  余  金連  結  剰  余  金 《《《《 －－－－ 》》》》 《《《《 134,470134,470134,470134,470 》》》》 《《《《 △△△△ 134,470134,470134,470134,470 》》》》
その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金 《《《《 －－－－ 》》》》 《《《《 4,1774,1774,1774,177 》》》》 《《《《 △△△△ 4,1774,1774,1774,177 》》》》
為 替 換 算 調 整 勘 定為 替 換 算 調 整 勘 定為 替 換 算 調 整 勘 定為 替 換 算 調 整 勘 定 《《《《 －－－－ 》》》》 《《《《 △△△△ 135135135135 》》》》 《《《《 135135135135 》》》》
自   己   株   式自   己   株   式自   己   株   式自   己   株   式 《《《《 －－－－ 》》》》 《《《《 △△△△ 19191919 》》》》 《《《《 19191919 》》》》

資  　本 　 合　  計資  　本 　 合　  計資  　本 　 合　  計資  　本 　 合　  計 －－－－ 172,309172,309172,309172,309 △△△△ 172,309172,309172,309172,309
　　　　 　　　　

資      本      金資      本      金資      本      金資      本      金 《《《《 9,9489,9489,9489,948 》》》》 《《《《 －－－－ 》》》》 《《《《 9,9489,9489,9489,948 》》》》
資  本  剰  余  金資  本  剰  余  金資  本  剰  余  金資  本  剰  余  金 《《《《 23,86823,86823,86823,868 》》》》 《《《《 －－－－ 》》》》 《《《《 23,86823,86823,86823,868 》》》》
利  益  剰  余  金利  益  剰  余  金利  益  剰  余  金利  益  剰  余  金 《《《《 135,962135,962135,962135,962 》》》》 《《《《 －－－－ 》》》》 《《《《 135,962135,962135,962135,962 》》》》
その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金 《《《《 3,0503,0503,0503,050 》》》》 《《《《 －－－－ 》》》》 《《《《 3,0503,0503,0503,050 》》》》
為 替 換 算 調 整 勘 定為 替 換 算 調 整 勘 定為 替 換 算 調 整 勘 定為 替 換 算 調 整 勘 定 《《《《 △△△△ 513513513513 》》》》 《《《《 －－－－ 》》》》 《《《《 △△△△ 513513513513 》》》》
自   己   株   式自   己   株   式自   己   株   式自   己   株   式 《《《《 △△△△ 72727272 》》》》 《《《《 －－－－ 》》》》 《《《《 △△△△ 72727272 》》》》

資  　本 　 合　  計資  　本 　 合　  計資  　本 　 合　  計資  　本 　 合　  計 172,243172,243172,243172,243 －－－－ 172,243172,243172,243172,243

負債・少数株主持分及び資本合計負債・少数株主持分及び資本合計負債・少数株主持分及び資本合計負債・少数株主持分及び資本合計 216,689216,689216,689216,689 237,477237,477237,477237,477 △△△△ 20,78720,78720,78720,787

（Ｈ15．3．31現在）（Ｈ15．3．31現在）（Ｈ15．3．31現在）（Ｈ15．3．31現在）
当連結会計年度末当連結会計年度末当連結会計年度末当連結会計年度末 前連結会計年度末前連結会計年度末前連結会計年度末前連結会計年度末

（Ｈ14．3．31現在）（Ｈ14．3．31現在）（Ｈ14．3．31現在）（Ｈ14．3．31現在）科　　　　　目科　　　　　目科　　　　　目科　　　　　目

資　　　　本　　　　の　　　　部資　　　　本　　　　の　　　　部資　　　　本　　　　の　　　　部資　　　　本　　　　の　　　　部

少　　数　　株　　主　　持　　分少　　数　　株　　主　　持　　分少　　数　　株　　主　　持　　分少　　数　　株　　主　　持　　分

負　　　　債　　　　の　　　　部負　　　　債　　　　の　　　　部負　　　　債　　　　の　　　　部負　　　　債　　　　の　　　　部

増　減　額増　減　額増　減　額増　減　額

連-12連-12連-12連-12



２．比較連結損益計算書２．比較連結損益計算書２．比較連結損益計算書２．比較連結損益計算書
（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）

   科                    目   科                    目   科                    目   科                    目

売       上       高売       上       高売       上       高売       上       高 191,413191,413191,413191,413 189,184189,184189,184189,184 2,2292,2292,2292,229
売    上    原    価売    上    原    価売    上    原    価売    上    原    価 102,411102,411102,411102,411 101,595101,595101,595101,595 816816816816
売  上  総  利  益売  上  総  利  益売  上  総  利  益売  上  総  利  益 89,00289,00289,00289,002 87,58987,58987,58987,589 1,4131,4131,4131,413

販売費及び一般管理費販売費及び一般管理費販売費及び一般管理費販売費及び一般管理費 81,19181,19181,19181,191 80,82580,82580,82580,825 365365365365
営 　業 　 利 　益営 　業 　 利 　益営 　業 　 利 　益営 　業 　 利 　益 7,8107,8107,8107,810 6,7636,7636,7636,763 1,0471,0471,0471,047

営  業  外  収  益営  業  外  収  益営  業  外  収  益営  業  外  収  益
受受受受 取取取取 利利利利 息息息息 ・・・・ 配配配配 当当当当 金金金金 1,2031,2031,2031,203 1,3251,3251,3251,325 △△△△ 122122122122
連連連連 結結結結 調調調調 整整整整 勘勘勘勘 定定定定 償償償償 却却却却 額額額額 242242242242 242242242242 －－－－
そそそそ のののの 他他他他 318318318318 389389389389 △△△△ 71717171

営  業  外  費  用営  業  外  費  用営  業  外  費  用営  業  外  費  用
支支支支 払払払払 利利利利 息息息息 191191191191 278278278278 △△△△ 86868686
そそそそ のののの 他他他他 544544544544 252252252252 291291291291

経    常    利    益経    常    利    益経    常    利    益経    常    利    益 8,8378,8378,8378,837 8,1908,1908,1908,190 647647647647

特   別   利   益特   別   利   益特   別   利   益特   別   利   益
固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 売売売売 却却却却 益益益益 10101010 82828282 △△△△ 72727272
投投投投 資資資資 有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 売売売売 却却却却 益益益益 431431431431 1111 429429429429
厚厚厚厚生生生生年年年年金金金金代代代代行行行行返返返返上上上上差差差差益益益益 2,5672,5672,5672,567 －－－－ 2,5672,5672,5672,567
そそそそ のののの 他他他他 165165165165 8888 156156156156

特   別   損   失特   別   損   失特   別   損   失特   別   損   失
固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 除除除除 却却却却 損損損損 654654654654 254254254254 400400400400
投投投投 資資資資 有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 評評評評 価価価価 損損損損 888888888888 584584584584 304304304304
ゴゴゴゴルルルルフフフフ会会会会員員員員権権権権等等等等評評評評価価価価損損損損 134134134134 171171171171 △△△△ 37373737
製製製製 品品品品 自自自自 主主主主 回回回回 収収収収 費費費費 用用用用 －－－－ 863863863863 △△△△ 863863863863
従従従従 業業業業 員員員員 早早早早 期期期期 退退退退 職職職職 一一一一 時時時時 金金金金 －－－－ 165165165165 △△△△ 165165165165
そそそそ のののの 他他他他 218218218218 17171717 200200200200

10,11610,11610,11610,116 6,2296,2296,2296,229 3,8873,8873,8873,887
4,4794,4794,4794,479 3,0383,0383,0383,038 1,4401,4401,4401,440
247247247247 △△△△ 340340340340 588588588588

（減算）　　35（減算）　　35（減算）　　35（減算）　　35 （減算）　　32（減算）　　32（減算）　　32（減算）　　32 3333
5,3535,3535,3535,353 3,4983,4983,4983,498 1,8541,8541,8541,854

増　減　額増　減　額増　減　額増　減　額当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度
(H14.4.1～H15.3.31)(H14.4.1～H15.3.31)(H14.4.1～H15.3.31)(H14.4.1～H15.3.31)

前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度
(H13.4.1～H14.3.31)(H13.4.1～H14.3.31)(H13.4.1～H14.3.31)(H13.4.1～H14.3.31)

当当当当 期期期期 純純純純 利利利利 益益益益

税税税税 金金金金 等等等等 調調調調 整整整整 前前前前 当当当当 期期期期 純純純純 利利利利 益益益益
法法法法人人人人税税税税・・・・住住住住民民民民税税税税及及及及びびびび事事事事業業業業税税税税
法法法法 人人人人 税税税税 等等等等 調調調調 整整整整 額額額額
少少少少 数数数数 株株株株 主主主主 利利利利 益益益益

連-13連-13連-13連-13



３．比較連結剰余金計算書３．比較連結剰余金計算書３．比較連結剰余金計算書３．比較連結剰余金計算書

（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）

科　　　　　目科　　　　　目科　　　　　目科　　　　　目 　　　　

連結剰余金期首残高連結剰余金期首残高連結剰余金期首残高連結剰余金期首残高 －－－－ 133,191133,191133,191133,191

連結剰余金増加高連結剰余金増加高連結剰余金増加高連結剰余金増加高 －－－－ －－－－ －－－－ －－－－

連結剰余金減少高連結剰余金減少高連結剰余金減少高連結剰余金減少高

配配配配 当当当当 金金金金 －－－－ 2,1352,1352,1352,135

役役役役 員員員員 賞賞賞賞 与与与与 金金金金 －－－－ －－－－ 84848484 2,2192,2192,2192,219

当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益 －－－－ 3,4983,4983,4983,498

連結剰余金期末残高連結剰余金期末残高連結剰余金期末残高連結剰余金期末残高 －－－－ 134,470134,470134,470134,470

（資本剰余金の部）（資本剰余金の部）（資本剰余金の部）（資本剰余金の部）

資本剰余金期首残高資本剰余金期首残高資本剰余金期首残高資本剰余金期首残高

資本準備金期首残高資本準備金期首残高資本準備金期首残高資本準備金期首残高 23,86823,86823,86823,868 －－－－

資本剰余金期末残高資本剰余金期末残高資本剰余金期末残高資本剰余金期末残高 23,86823,86823,86823,868 －－－－

（利益剰余金の部）（利益剰余金の部）（利益剰余金の部）（利益剰余金の部）

利益剰余金期首残高利益剰余金期首残高利益剰余金期首残高利益剰余金期首残高

連結剰余金期首残高連結剰余金期首残高連結剰余金期首残高連結剰余金期首残高 134,470134,470134,470134,470 －－－－

利益剰余金増加高利益剰余金増加高利益剰余金増加高利益剰余金増加高

当　期　純　利　益当　期　純　利　益当　期　純　利　益当　期　純　利　益 5,3535,3535,3535,353 －－－－

利益剰余金減少高利益剰余金減少高利益剰余金減少高利益剰余金減少高

配配配配 当当当当 金金金金 2,1342,1342,1342,134 －－－－

役役役役 員員員員 賞賞賞賞 与与与与 金金金金 78787878 －－－－

自自自自己己己己株株株株式式式式買買買買入入入入消消消消却却却却額額額額 1,6481,6481,6481,648 3,8623,8623,8623,862 －－－－ －－－－

利益剰余金期末残高利益剰余金期末残高利益剰余金期末残高利益剰余金期末残高 135,962135,962135,962135,962 －－－－

当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度
(H14.4.1～H15.3.31)(H14.4.1～H15.3.31)(H14.4.1～H15.3.31)(H14.4.1～H15.3.31)

前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度
(H13.4.1～H14.3.31)(H13.4.1～H14.3.31)(H13.4.1～H14.3.31)(H13.4.1～H14.3.31)

連-14連-14連-14連-14



４．比較連結キャッシュ・フロー計算書４．比較連結キャッシュ・フロー計算書４．比較連結キャッシュ・フロー計算書４．比較連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）

期　　別　　期　　別　　期　　別　　期　　別　　 当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度 前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度
(H14.4.1～H15.3.31)(H14.4.1～H15.3.31)(H14.4.1～H15.3.31)(H14.4.1～H15.3.31) (H13.4.1～H14.3.31)(H13.4.1～H14.3.31)(H13.4.1～H14.3.31)(H13.4.1～H14.3.31)

　　科　　目　　科　　目　　科　　目　　科　　目 金　　　額金　　　額金　　　額金　　　額 金　　　額金　　　額金　　　額金　　　額
 Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
　　　税金等調整前当期純利益　　　税金等調整前当期純利益　　　税金等調整前当期純利益　　　税金等調整前当期純利益 10,11610,11610,11610,116 6,2296,2296,2296,229
　　　減価償却費　　　減価償却費　　　減価償却費　　　減価償却費 4,6264,6264,6264,626 5,2015,2015,2015,201
　　　連結調整勘定当期償却額　　　連結調整勘定当期償却額　　　連結調整勘定当期償却額　　　連結調整勘定当期償却額 △△△△ 242242242242 △△△△ 242242242242
　　　持分法による投資損益　　　持分法による投資損益　　　持分法による投資損益　　　持分法による投資損益 21212121 △△△△ 2222
　　　投資有価証券・ゴルフ会員権等評価損　　　投資有価証券・ゴルフ会員権等評価損　　　投資有価証券・ゴルフ会員権等評価損　　　投資有価証券・ゴルフ会員権等評価損 935935935935 682682682682
　　　貸倒引当金の増加額　　　貸倒引当金の増加額　　　貸倒引当金の増加額　　　貸倒引当金の増加額 165165165165 51515151
　　　役員退職慰労引当金の増減額　　　役員退職慰労引当金の増減額　　　役員退職慰労引当金の増減額　　　役員退職慰労引当金の増減額 △△△△ 243243243243 103103103103
　　　退職給付引当金の減少額　　　退職給付引当金の減少額　　　退職給付引当金の減少額　　　退職給付引当金の減少額 △△△△ 2,0862,0862,0862,086 △△△△ 39393939
　　　受取利息及び配当金　　　受取利息及び配当金　　　受取利息及び配当金　　　受取利息及び配当金 △△△△ 1,2031,2031,2031,203 △△△△ 1,3251,3251,3251,325
　　　支払利息　　　支払利息　　　支払利息　　　支払利息 191191191191 278278278278
　　　為替差損益　　　為替差損益　　　為替差損益　　　為替差損益 85858585 △△△△ 28282828
　　　有価証券売却益　　　有価証券売却益　　　有価証券売却益　　　有価証券売却益 △△△△ 432432432432 △△△△ 2222
　　　固定資産売却益　　　固定資産売却益　　　固定資産売却益　　　固定資産売却益 △△△△ 10101010 △△△△ 82828282
　　　固定資産除却損　　　固定資産除却損　　　固定資産除却損　　　固定資産除却損 654654654654 254254254254
　　　売上債権の増減額　　　売上債権の増減額　　　売上債権の増減額　　　売上債権の増減額 2,0022,0022,0022,002 △△△△ 1,1351,1351,1351,135
　　　たな卸資産の増減額　　　たな卸資産の増減額　　　たな卸資産の増減額　　　たな卸資産の増減額 1,1001,1001,1001,100 △△△△ 163163163163
　　　仕入債務の増減額　　　仕入債務の増減額　　　仕入債務の増減額　　　仕入債務の増減額 △△△△ 4,2934,2934,2934,293 1,2651,2651,2651,265
　　　未払賞与の減少額　　　未払賞与の減少額　　　未払賞与の減少額　　　未払賞与の減少額 △△△△ 147147147147 △△△△ 12121212
　　　その他資産の増減額　　　その他資産の増減額　　　その他資産の増減額　　　その他資産の増減額 425425425425 △△△△ 762762762762
　　　その他負債の増減額　　　その他負債の増減額　　　その他負債の増減額　　　その他負債の増減額 △△△△ 769769769769 1,5531,5531,5531,553
　　　役員賞与の支払額　　　役員賞与の支払額　　　役員賞与の支払額　　　役員賞与の支払額 △△△△ 79797979 △△△△ 85858585

　　小　　計　　小　　計　　小　　計　　小　　計 10,81510,81510,81510,815 11,73511,73511,73511,735
　　　利息及び配当金の受取額　　　利息及び配当金の受取額　　　利息及び配当金の受取額　　　利息及び配当金の受取額 1,3461,3461,3461,346 1,3531,3531,3531,353
　　　利息の支払額　　　利息の支払額　　　利息の支払額　　　利息の支払額 △△△△ 274274274274 △△△△ 276276276276
　　　法人税等の支払額　　　法人税等の支払額　　　法人税等の支払額　　　法人税等の支払額 △△△△ 2,5142,5142,5142,514 △△△△ 4,7134,7134,7134,713
　　営業活動によるキャッシュ・フロー　　営業活動によるキャッシュ・フロー　　営業活動によるキャッシュ・フロー　　営業活動によるキャッシュ・フロー 9,3739,3739,3739,373 8,0988,0988,0988,098

 Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有価証券の取得による支出　　　有価証券の取得による支出　　　有価証券の取得による支出　　　有価証券の取得による支出 △△△△ 4,0154,0154,0154,015 △△△△ 500500500500
　　　有価証券の売却による収入　　　有価証券の売却による収入　　　有価証券の売却による収入　　　有価証券の売却による収入 11,58511,58511,58511,585 9,0959,0959,0959,095
　　　有形固定資産の取得による支出　　　有形固定資産の取得による支出　　　有形固定資産の取得による支出　　　有形固定資産の取得による支出 △△△△ 2,8262,8262,8262,826 △△△△ 3,8153,8153,8153,815
　　　有形固定資産の売却による収入　　　有形固定資産の売却による収入　　　有形固定資産の売却による収入　　　有形固定資産の売却による収入 14141414 462462462462
　　　無形固定資産の取得による支出　　　無形固定資産の取得による支出　　　無形固定資産の取得による支出　　　無形固定資産の取得による支出 △△△△ 105105105105 △△△△ 95959595
　　　投資有価証券の取得による支出　　　投資有価証券の取得による支出　　　投資有価証券の取得による支出　　　投資有価証券の取得による支出 △△△△ 17,62517,62517,62517,625 △△△△ 34,80834,80834,80834,808
　　　投資有価証券の売却による収入　　　投資有価証券の売却による収入　　　投資有価証券の売却による収入　　　投資有価証券の売却による収入 22,92922,92922,92922,929 12,85212,85212,85212,852
　　　連結範囲の変更を伴う関連会社株式の取得による支出　　　連結範囲の変更を伴う関連会社株式の取得による支出　　　連結範囲の変更を伴う関連会社株式の取得による支出　　　連結範囲の変更を伴う関連会社株式の取得による支出 － － － － △△△△ 3,2613,2613,2613,261
　　投資活動によるキャッシュ・フロー　　投資活動によるキャッシュ・フロー　　投資活動によるキャッシュ・フロー　　投資活動によるキャッシュ・フロー 9,9569,9569,9569,956 △△△△ 20,07220,07220,07220,072

 Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　社債の償還による支出　　　社債の償還による支出　　　社債の償還による支出　　　社債の償還による支出 △△△△ 14,89414,89414,89414,894 － － － － 
　　　自己株式の取得による支出　　　自己株式の取得による支出　　　自己株式の取得による支出　　　自己株式の取得による支出 △△△△ 1,7021,7021,7021,702 △△△△ 41414141
　　　自己株式の売却による収入　　　自己株式の売却による収入　　　自己株式の売却による収入　　　自己株式の売却による収入 － － － － 24242424
　　　配当金の支払額　　　配当金の支払額　　　配当金の支払額　　　配当金の支払額 △△△△ 2,1342,1342,1342,134 △△△△ 2,1342,1342,1342,134
　　　少数株主への配当金の支払額　　　少数株主への配当金の支払額　　　少数株主への配当金の支払額　　　少数株主への配当金の支払額 △△△△ 3333 △△△△ 2222
　　財務活動によるキャッシュ・フロー　　財務活動によるキャッシュ・フロー　　財務活動によるキャッシュ・フロー　　財務活動によるキャッシュ・フロー △△△△ 18,73318,73318,73318,733 △△△△ 2,1532,1532,1532,153

 Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 △△△△ 163163163163 90909090
 Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 432432432432 △△△△ 14,03614,03614,03614,036
 Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 46,66346,66346,66346,663 60,69960,69960,69960,699
 Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高 Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高 Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高 Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高 47,09547,09547,09547,095 46,66346,66346,66346,663

連-15連-15連-15連-15



 連連連連 ---- 16161616     

    

５．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項５．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項５．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項５．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項    

（１）連結の範囲に関する事項（１）連結の範囲に関する事項（１）連結の範囲に関する事項（１）連結の範囲に関する事項    

連結子会社連結子会社連結子会社連結子会社    …………    10101010 社（㈱ﾃﾞﾘｶｼｪﾌ､ｻﾝｻﾌﾟﾗｲ㈱､㈱ｴｽﾊﾟｯｸ､ﾊｳｽ物流ｻｰﾋﾞｽ㈱、ﾊｲﾈｯﾄ㈱、㈱ｴｲﾁ･ｱｲ･社（㈱ﾃﾞﾘｶｼｪﾌ､ｻﾝｻﾌﾟﾗｲ㈱､㈱ｴｽﾊﾟｯｸ､ﾊｳｽ物流ｻｰﾋﾞｽ㈱、ﾊｲﾈｯﾄ㈱、㈱ｴｲﾁ･ｱｲ･社（㈱ﾃﾞﾘｶｼｪﾌ､ｻﾝｻﾌﾟﾗｲ㈱､㈱ｴｽﾊﾟｯｸ､ﾊｳｽ物流ｻｰﾋﾞｽ㈱、ﾊｲﾈｯﾄ㈱、㈱ｴｲﾁ･ｱｲ･社（㈱ﾃﾞﾘｶｼｪﾌ､ｻﾝｻﾌﾟﾗｲ㈱､㈱ｴｽﾊﾟｯｸ､ﾊｳｽ物流ｻｰﾋﾞｽ㈱、ﾊｲﾈｯﾄ㈱、㈱ｴｲﾁ･ｱｲ･

ｲｰ、ｲｰ、ｲｰ、ｲｰ、HOUSE FOODS AMERICA CORPORATIONHOUSE FOODS AMERICA CORPORATIONHOUSE FOODS AMERICA CORPORATIONHOUSE FOODS AMERICA CORPORATION､ｻﾝﾊｳｽ食品㈱､､ｻﾝﾊｳｽ食品㈱､､ｻﾝﾊｳｽ食品㈱､､ｻﾝﾊｳｽ食品㈱､HOUSE FOODS HAWAII HOUSE FOODS HAWAII HOUSE FOODS HAWAII HOUSE FOODS HAWAII 

CORPORATIONCORPORATIONCORPORATIONCORPORATION、、、、台台台台灣灣灣灣 哩哩哩哩好好好好侍侍侍侍餐餐餐餐廳廳廳廳股股股股 有有有有限限限限公公公公司司司司））））      

（２）持分法の適用に関する事項（２）持分法の適用に関する事項（２）持分法の適用に関する事項（２）持分法の適用に関する事項    

持分法を適用した関連会社持分法を適用した関連会社持分法を適用した関連会社持分法を適用した関連会社    …………    4444 社社社社((((ｻｻｻｻﾝﾝﾝﾝﾖﾖﾖﾖｰーーー缶缶缶缶詰詰詰詰㈱㈱㈱㈱、、、、上上上上海海海海 好好好好侍侍侍侍餐餐餐餐庁庁庁庁有有有有限限限限公公公公司司司司、、、、上上上上海海海海好好好好侍侍侍侍

味之素食品有限公司、㈱壱番屋味之素食品有限公司、㈱壱番屋味之素食品有限公司、㈱壱番屋味之素食品有限公司、㈱壱番屋))))    

（３）連結子会社の決算日等に関する事項（３）連結子会社の決算日等に関する事項（３）連結子会社の決算日等に関する事項（３）連結子会社の決算日等に関する事項    

連結子会社のうち、連結子会社のうち、連結子会社のうち、連結子会社のうち、HOUSE FOODS AMERICA CORPORATIONHOUSE FOODS AMERICA CORPORATIONHOUSE FOODS AMERICA CORPORATIONHOUSE FOODS AMERICA CORPORATION、、、、HOUSE FOODS HAWAII CORPORAIONHOUSE FOODS HAWAII CORPORAIONHOUSE FOODS HAWAII CORPORAIONHOUSE FOODS HAWAII CORPORAION

おおおおよよよよびびびび台台台台灣灣灣灣 哩哩哩哩好好好好侍侍侍侍餐餐餐餐廳廳廳廳股股股股 有有有有限限限限公公公公司司司司のののの決決決決算算算算日日日日はははは  12121212 月末日であります。その他の連結子会月末日であります。その他の連結子会月末日であります。その他の連結子会月末日であります。その他の連結子会

社の決算日は、連結決算日と一致しております。社の決算日は、連結決算日と一致しております。社の決算日は、連結決算日と一致しております。社の決算日は、連結決算日と一致しております。    

（４）会計処理基準に関する事項（４）会計処理基準に関する事項（４）会計処理基準に関する事項（４）会計処理基準に関する事項    

①重要な資産の評価基準および評価方法①重要な資産の評価基準および評価方法①重要な資産の評価基準および評価方法①重要な資産の評価基準および評価方法    

ａ．有価証券ａ．有価証券ａ．有価証券ａ．有価証券    

・満期保有目的債券・満期保有目的債券・満期保有目的債券・満期保有目的債券    ………………………………………………………………………………………………    償却原価法償却原価法償却原価法償却原価法    

・その他有価証券・その他有価証券・その他有価証券・その他有価証券    

時価のあるもの時価のあるもの時価のあるもの時価のあるもの    …………………………………………………………………………    決算日の市場価格等に基づく時価法決算日の市場価格等に基づく時価法決算日の市場価格等に基づく時価法決算日の市場価格等に基づく時価法    

（評価差額は全部資本直入法により処理し、（評価差額は全部資本直入法により処理し、（評価差額は全部資本直入法により処理し、（評価差額は全部資本直入法により処理し、    

売却原価は移動平均法により算定）売却原価は移動平均法により算定）売却原価は移動平均法により算定）売却原価は移動平均法により算定）    

時価のないもの時価のないもの時価のないもの時価のないもの    …………………………………………………………………………    総平均法による原価法総平均法による原価法総平均法による原価法総平均法による原価法    

ｂ．たな卸資産ｂ．たな卸資産ｂ．たな卸資産ｂ．たな卸資産    …………………………………………………………………………………………………………………………………………    主として総平均法による原価法主として総平均法による原価法主として総平均法による原価法主として総平均法による原価法        
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②重要な減価償却資産の減価償却の方法②重要な減価償却資産の減価償却の方法②重要な減価償却資産の減価償却の方法②重要な減価償却資産の減価償却の方法    

ａ．有形固定資産ａ．有形固定資産ａ．有形固定資産ａ．有形固定資産    …………    当社は、建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外については定当社は、建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外については定当社は、建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外については定当社は、建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外については定    

率法、また国内連結子会社は定率法、在外連結子会社は定額法によって率法、また国内連結子会社は定率法、在外連結子会社は定額法によって率法、また国内連結子会社は定率法、在外連結子会社は定額法によって率法、また国内連結子会社は定率法、在外連結子会社は定額法によって

おります。おります。おります。おります。    

但し、当社は、機械装置の一部について経済的使用可但し、当社は、機械装置の一部について経済的使用可但し、当社は、機械装置の一部について経済的使用可但し、当社は、機械装置の一部について経済的使用可能年数を勘案して、能年数を勘案して、能年数を勘案して、能年数を勘案して、

法定耐用年数を短縮しております。なお、主な耐用年数は、以下のとお法定耐用年数を短縮しております。なお、主な耐用年数は、以下のとお法定耐用年数を短縮しております。なお、主な耐用年数は、以下のとお法定耐用年数を短縮しております。なお、主な耐用年数は、以下のとお

りであります。りであります。りであります。りであります。    

            建建建建                    物物物物                ３～５０年３～５０年３～５０年３～５０年    

            機械及び運搬具機械及び運搬具機械及び運搬具機械及び運搬具                ２～１５年２～１５年２～１５年２～１５年    

ｂ．無形固定資産ｂ．無形固定資産ｂ．無形固定資産ｂ．無形固定資産    …………    定額法定額法定額法定額法    

但し、ソフトウェアについては、見込利用可能期間（５年）に基づく定但し、ソフトウェアについては、見込利用可能期間（５年）に基づく定但し、ソフトウェアについては、見込利用可能期間（５年）に基づく定但し、ソフトウェアについては、見込利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。額法によっております。額法によっております。額法によっております。    

③重要な引当金の計上基準③重要な引当金の計上基準③重要な引当金の計上基準③重要な引当金の計上基準    

ａ．貸倒引当金ａ．貸倒引当金ａ．貸倒引当金ａ．貸倒引当金    

債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。    

ｂ．退職給付ｂ．退職給付ｂ．退職給付ｂ．退職給付引当金引当金引当金引当金    

当社および国内連結子会社においては、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度当社および国内連結子会社においては、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度当社および国内連結子会社においては、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度当社および国内連結子会社においては、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発

生していると認められる額を計上しております。生していると認められる額を計上しております。生していると認められる額を計上しております。生していると認められる額を計上しております。    
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10101010年）年）年）年）
による定額法により、発生の翌連結会計年度から費用処理しております。による定額法により、発生の翌連結会計年度から費用処理しております。による定額法により、発生の翌連結会計年度から費用処理しております。による定額法により、発生の翌連結会計年度から費用処理しております。    

ｃ．役員退職慰労引当金ｃ．役員退職慰労引当金ｃ．役員退職慰労引当金ｃ．役員退職慰労引当金    

当社は、役員の退職慰労金の支払いに備えるため、役員退職慰労金内規に基づく会計年度当社は、役員の退職慰労金の支払いに備えるため、役員退職慰労金内規に基づく会計年度当社は、役員の退職慰労金の支払いに備えるため、役員退職慰労金内規に基づく会計年度当社は、役員の退職慰労金の支払いに備えるため、役員退職慰労金内規に基づく会計年度

末要支給額を計上しております。末要支給額を計上しております。末要支給額を計上しております。末要支給額を計上しております。    

④重要なリー④重要なリー④重要なリー④重要なリース取引の処理方法ス取引の処理方法ス取引の処理方法ス取引の処理方法    

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リースリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リースリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リースリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引取引取引取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。    

（５）その他連結財務諸表作成のための重要な事項（５）その他連結財務諸表作成のための重要な事項（５）その他連結財務諸表作成のための重要な事項（５）その他連結財務諸表作成のための重要な事項    

消費税等の会計処理消費税等の会計処理消費税等の会計処理消費税等の会計処理    …………………………………………    税抜処理を行っております。税抜処理を行っております。税抜処理を行っております。税抜処理を行っております。    

（６）連結子会社の資産および負債の評価に関する事項（６）連結子会社の資産および負債の評価に関する事項（６）連結子会社の資産および負債の評価に関する事項（６）連結子会社の資産および負債の評価に関する事項    

連結子会社の資産および負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。連結子会社の資産および負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。連結子会社の資産および負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。連結子会社の資産および負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。    

（７）連結調整勘定の償却に関する事項（７）連結調整勘定の償却に関する事項（７）連結調整勘定の償却に関する事項（７）連結調整勘定の償却に関する事項    

連結調整勘定の償却については、連結調整勘定の償却については、連結調整勘定の償却については、連結調整勘定の償却については、5555 年間の均等償却を行っております。年間の均等償却を行っております。年間の均等償却を行っております。年間の均等償却を行っております。    
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（８）利益処分項目等の取扱いに関する事項（８）利益処分項目等の取扱いに関する事項（８）利益処分項目等の取扱いに関する事項（８）利益処分項目等の取扱いに関する事項    

連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。    

（９）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲（９）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲（９）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲（９）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲    

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時

引き出し可能な預金および３ヶ月以内の定期預金からなっております。引き出し可能な預金および３ヶ月以内の定期預金からなっております。引き出し可能な預金および３ヶ月以内の定期預金からなっております。引き出し可能な預金および３ヶ月以内の定期預金からなっております。    

（（（（10101010）その他）その他）その他）その他    

①自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準①自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準①自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準①自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準    

当連結会計期間から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第当連結会計期間から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第当連結会計期間から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第当連結会計期間から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第

１号）を適用しております。これに１号）を適用しております。これに１号）を適用しております。これに１号）を適用しております。これによる当連結会計期間の損益に与える影響は軽微であります。よる当連結会計期間の損益に与える影響は軽微であります。よる当連結会計期間の損益に与える影響は軽微であります。よる当連結会計期間の損益に与える影響は軽微であります。    

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計期間における連結貸借対照表の資本の部おなお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計期間における連結貸借対照表の資本の部おなお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計期間における連結貸借対照表の資本の部おなお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計期間における連結貸借対照表の資本の部お

よび連結剰余金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。よび連結剰余金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。よび連結剰余金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。よび連結剰余金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。    

②１株当たり情報②１株当たり情報②１株当たり情報②１株当たり情報    

当当当当連結会計期間連結会計期間連結会計期間連結会計期間から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）

および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

４号）を適用しております。これにより、１株当たり当期純利益は従来と同様の方法によ４号）を適用しております。これにより、１株当たり当期純利益は従来と同様の方法によ４号）を適用しております。これにより、１株当たり当期純利益は従来と同様の方法によ４号）を適用しております。これにより、１株当たり当期純利益は従来と同様の方法によ

った場合と比較った場合と比較った場合と比較った場合と比較してしてしてして    0000円円円円71717171銭減銭減銭減銭減少しております。少しております。少しております。少しております。    

    

【追加情報】【追加情報】【追加情報】【追加情報】    

（厚生年金基金の代行部分の返上）（厚生年金基金の代行部分の返上）（厚生年金基金の代行部分の返上）（厚生年金基金の代行部分の返上）    

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成15151515年年年年1111月月月月30303030日付で厚日付で厚日付で厚日付で厚

生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。これに伴い当社は、「退職給付会計に関する生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。これに伴い当社は、「退職給付会計に関する生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。これに伴い当社は、「退職給付会計に関する生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。これに伴い当社は、「退職給付会計に関する

実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告13131313号）第号）第号）第号）第47474747----2222項に定める経過措置を項に定める経過措置を項に定める経過措置を項に定める経過措置を

適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産の消滅があったも適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産の消滅があったも適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産の消滅があったも適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産の消滅があったも

のとみなして処理を行い、返還に伴う特別利益のとみなして処理を行い、返還に伴う特別利益のとみなして処理を行い、返還に伴う特別利益のとみなして処理を行い、返還に伴う特別利益 2,567 2,567 2,567 2,567百万円を計百万円を計百万円を計百万円を計上しております。上しております。上しております。上しております。    

なお、当連結会計年度末における返還相当額は、なお、当連結会計年度末における返還相当額は、なお、当連結会計年度末における返還相当額は、なお、当連結会計年度末における返還相当額は、8,2918,2918,2918,291百万円であります。百万円であります。百万円であります。百万円であります。    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    



 連連連連 ---- 19191919     

【注記事項】【注記事項】【注記事項】【注記事項】    

（連結貸借対照表関係）（連結貸借対照表関係）（連結貸借対照表関係）（連結貸借対照表関係）    

（１）有形固定資産の減価償却累計額（１）有形固定資産の減価償却累計額（１）有形固定資産の減価償却累計額（１）有形固定資産の減価償却累計額        （（（（当 連 結 会 計 年当 連 結 会 計 年当 連 結 会 計 年当 連 結 会 計 年 度度度度））））        94,02994,02994,02994,029 百万円百万円百万円百万円    

                                                                            （（（（前 連 結 会 計 年前 連 結 会 計 年前 連 結 会 計 年前 連 結 会 計 年 度度度度））））        92,43192,43192,43192,431 百万円百万円百万円百万円    

    

（２）偶発債務（２）偶発債務（２）偶発債務（２）偶発債務        

        当社従業員の住宅資金融資借入当社従業員の住宅資金融資借入当社従業員の住宅資金融資借入当社従業員の住宅資金融資借入    （（（（当 連 結 会 計 年当 連 結 会 計 年当 連 結 会 計 年当 連 結 会 計 年 度度度度））））             143 143 143 143 百万円百万円百万円百万円    

                に対する債務保証に対する債務保証に対する債務保証に対する債務保証                            （（（（前 連 結 会 計 年前 連 結 会 計 年前 連 結 会 計 年前 連 結 会 計 年 度度度度））））                162162162162 百万円百万円百万円百万円    

    

    

（連結損益計算書関係）（連結損益計算書関係）（連結損益計算書関係）（連結損益計算書関係）    

（１）ゴルフ会員権等評価損（１）ゴルフ会員権等評価損（１）ゴルフ会員権等評価損（１）ゴルフ会員権等評価損    

ゴルフ会員権等評価損ゴルフ会員権等評価損ゴルフ会員権等評価損ゴルフ会員権等評価損 134 134 134 134 百万円のうち、百万円のうち、百万円のうち、百万円のうち、87878787 百百百百万円は貸倒引当金繰入額であります。万円は貸倒引当金繰入額であります。万円は貸倒引当金繰入額であります。万円は貸倒引当金繰入額であります。    

    

    

    

    

    



 連連連連 ---- 20202020     

    
連結キャッシュ・フロー計算書関係連結キャッシュ・フロー計算書関係連結キャッシュ・フロー計算書関係連結キャッシュ・フロー計算書関係    

    

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係との関係との関係との関係     

            現金及び現金同等物の範囲と現金及び預金勘定は一致しております。  

    

リリリリ    ーーーー    スススス    取取取取    引引引引    

    

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引    

１．１．１．１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額     

取 得 原 価 相取 得 原 価 相取 得 原 価 相取 得 原 価 相 当当当当 額額額額    （当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）    （前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）    

機 械 装 置 ・ 運 搬機 械 装 置 ・ 運 搬機 械 装 置 ・ 運 搬機 械 装 置 ・ 運 搬 具具具具    5,9815,9815,9815,981 百万円百万円百万円百万円    6,5196,5196,5196,519 百万円百万円百万円百万円    
そ のそ のそ のそ の 他他他他    1,6181,6181,6181,618 百万円百万円百万円百万円    1,7141,7141,7141,714 百万円百万円百万円百万円    
合合合合 計計計計    7,5997,5997,5997,599 百万円百万円百万円百万円    8,2338,2338,2338,233 百万円百万円百万円百万円    
            
減価償却累計額相当減価償却累計額相当減価償却累計額相当減価償却累計額相当額額額額    （当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）    （前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）    

機 械 装 置 ・ 運 搬機 械 装 置 ・ 運 搬機 械 装 置 ・ 運 搬機 械 装 置 ・ 運 搬 具具具具    3,3433,3433,3433,343 百万円百万円百万円百万円    2,9772,9772,9772,977 百万円百万円百万円百万円    
そ のそ のそ のそ の 他他他他    1,0051,0051,0051,005 百万円百万円百万円百万円    923923923923 百万円百万円百万円百万円    
合合合合 計計計計    4,3494,3494,3494,349 百万円百万円百万円百万円    3,9013,9013,9013,901 百万円百万円百万円百万円    

            
期 末 残 高 相 当期 末 残 高 相 当期 末 残 高 相 当期 末 残 高 相 当 額額額額    （当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）    （前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）    

機 械 装 置 ・ 運 搬機 械 装 置 ・ 運 搬機 械 装 置 ・ 運 搬機 械 装 置 ・ 運 搬 具具具具    2,6372,6372,6372,637 百万円百万円百万円百万円    3333,542,542,542,542 百万円百万円百万円百万円    
そ のそ のそ のそ の 他他他他    612612612612 百万円百万円百万円百万円    790790790790 百万円百万円百万円百万円    
合合合合 計計計計    3,2503,2503,2503,250 百万円百万円百万円百万円    4,3324,3324,3324,332 百万円百万円百万円百万円    

    
２．未経過リース料期末残高相当額２．未経過リース料期末残高相当額２．未経過リース料期末残高相当額２．未経過リース料期末残高相当額     

    （当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）  （前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）    
１年以内１年以内１年以内１年以内    1,2971,2971,2971,297 百万円百万円百万円百万円  1,4241,4241,4241,424 百万円百万円百万円百万円    
１１１１    年年年年    超超超超    1,9531,9531,9531,953 百万円百万円百万円百万円  2,9072,9072,9072,907 百万円百万円百万円百万円    
合合合合        計計計計    3,2503,2503,2503,250 百万円百万円百万円百万円  4,3324,3324,3324,332 百万円百万円百万円百万円    

    
３．支払リース料および減価償却費相当額３．支払リース料および減価償却費相当額３．支払リース料および減価償却費相当額３．支払リース料および減価償却費相当額     

    （当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）    （前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）    

支 払 リ ー ス 料支 払 リ ー ス 料支 払 リ ー ス 料支 払 リ ー ス 料    1,4631,4631,4631,463 百万円百万円百万円百万円  1,541,541,541,543333 百万円百万円百万円百万円    
減価償却費相当額減価償却費相当額減価償却費相当額減価償却費相当額    1,4631,4631,4631,463 百万円百万円百万円百万円  1,5431,5431,5431,543 百万円百万円百万円百万円    

    
４．減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を４．減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を４．減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を４．減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。零とする定額法によっております。零とする定額法によっております。零とする定額法によっております。     
    

５．上記注記は、有形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、支５．上記注記は、有形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、支５．上記注記は、有形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、支５．上記注記は、有形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、支

払利子込み法によっております。払利子込み法によっております。払利子込み法によっております。払利子込み法によっております。     



 連連連連 ---- 21212121     

有有有有    価価価価    証証証証    券券券券    

（平成（平成（平成（平成 15151515 年年年年 3333 月月月月 31313131 日 現在）日現在）日現在）日現在）     

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの１．満期保有目的の債券で時価のあるもの１．満期保有目的の債券で時価のあるもの１．満期保有目的の債券で時価のあるもの     

（連結貸借対照表計上額）（連結貸借対照表計上額）（連結貸借対照表計上額）（連結貸借対照表計上額）    （時（時（時（時        価）価）価）価）    （差（差（差（差        額）額）額）額）    

国債・地方債等国債・地方債等国債・地方債等国債・地方債等        －－－－    百万円百万円百万円百万円        －－－－    百万円百万円百万円百万円        －－－－    百万円百万円百万円百万円    

社債社債社債社債    1,4601,4601,4601,460     百万円百万円百万円百万円    1,4791,4791,4791,479     百万円百万円百万円百万円    18181818     百万円百万円百万円百万円    

その他その他その他その他    25,01225,01225,01225,012     百万円百万円百万円百万円    25,09825,09825,09825,098     百万円百万円百万円百万円    85858585     百万円百万円百万円百万円    

合計合計合計合計    26,47326,47326,47326,473     百万円百万円百万円百万円    26,57826,57826,57826,578     百万円百万円百万円百万円    104104104104     百万円百万円百万円百万円    

２ ．その他有価証券で時価のあるもの２．その他有価証券で時価のあるもの２．その他有価証券で時価のあるもの２．その他有価証券で時価のあるもの     

    （取得原価）（取得原価）（取得原価）（取得原価）    （連結貸借対照表計上額）（連結貸借対照表計上額）（連結貸借対照表計上額）（連結貸借対照表計上額）    （差（差（差（差        額）額）額）額）    

株式株式株式株式    8,4358,4358,4358,435     百万円百万円百万円百万円    13,36013,36013,36013,360     百万円百万円百万円百万円    4,9244,9244,9244,924     百万円百万円百万円百万円    

債券債券債券債券                            

    国債・地方債等国債・地方債等国債・地方債等国債・地方債等    7,2567,2567,2567,256     百万円百万円百万円百万円    7,3967,3967,3967,396     百万円百万円百万円百万円    140140140140     百万円百万円百万円百万円    

    社債社債社債社債    5,8805,8805,8805,880     百万円百万円百万円百万円    6,0696,0696,0696,069     百万円百万円百万円百万円    188188188188     百万円百万円百万円百万円    

    その他その他その他その他    5,5,5,5, 998998998998     百万円百万円百万円百万円    6,0146,0146,0146,014     百万円百万円百万円百万円    15151515     百万円百万円百万円百万円    

その他その他その他その他    467467467467     百万円百万円百万円百万円    342342342342     百万円百万円百万円百万円    △△△△ 124124124124     百万円百万円百万円百万円    

合計合計合計合計    28,03828,03828,03828,038     百万円百万円百万円百万円    33,18333,18333,18333,183     百万円百万円百万円百万円    5,1445,1445,1445,144     百万円百万円百万円百万円    

３ ．時価評価されていない「有価証券」３．時価評価されていない「有価証券」３．時価評価されていない「有価証券」３．時価評価されていない「有価証券」     

（１）その他有価証券（１）その他有価証券（１）その他有価証券（１）その他有価証券    

非上場株式（店頭売買株式を除く）非上場株式（店頭売買株式を除く）非上場株式（店頭売買株式を除く）非上場株式（店頭売買株式を除く）                        739739739739百万円百万円百万円百万円    
    
    

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益    

該当事項はありません。該当事項はありません。該当事項はありません。該当事項はありません。    
    

    



 連連連連 ---- 22222222     

退退退退    職職職職    給給給給    付付付付    

    

１ ．採用している退職給付制度の概要１．採用している退職給付制度の概要１．採用している退職給付制度の概要１．採用している退職給付制度の概要     

当社および一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制当社および一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制当社および一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制当社および一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金度、適格退職年金度、適格退職年金度、適格退職年金

制度および退職一時金制度を設けております。制度および退職一時金制度を設けております。制度および退職一時金制度を設けております。制度および退職一時金制度を設けております。    

当連結会計年度末現在、当社および連結子会社において、厚生年金基金制度、退職一時金制度につ当連結会計年度末現在、当社および連結子会社において、厚生年金基金制度、退職一時金制度につ当連結会計年度末現在、当社および連結子会社において、厚生年金基金制度、退職一時金制度につ当連結会計年度末現在、当社および連結子会社において、厚生年金基金制度、退職一時金制度につ

いてはそれぞれ１社が、適格退職年金制度については３社が有しております。いてはそれぞれ１社が、適格退職年金制度については３社が有しております。いてはそれぞれ１社が、適格退職年金制度については３社が有しております。いてはそれぞれ１社が、適格退職年金制度については３社が有しております。    

２．退職給付債務に関する事項（平成２．退職給付債務に関する事項（平成２．退職給付債務に関する事項（平成２．退職給付債務に関する事項（平成 15151515 年年年年 3333 月月月月 31313131 日現在）日現在）日現在）日現在）     

イ．退職給付債務イ．退職給付債務イ．退職給付債務イ．退職給付債務                                            △△△△ 38,286 38,286 38,286 38,286 百万円百万円百万円百万円    

ロ．年金資産ロ．年金資産ロ．年金資産ロ．年金資産                                                       17,199   17,199   17,199   17,199 百万円百万円百万円百万円        

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）            △△△△ 21,087 21,087 21,087 21,087 百万円百万円百万円百万円    

ニ．未認識数理計算上の差異ニ．未認識数理計算上の差異ニ．未認識数理計算上の差異ニ．未認識数理計算上の差異                             1 1 1 12,4952,4952,4952,495 百万円百万円百万円百万円        

ホ．退職給付引当金（ハ＋ニ）ホ．退職給付引当金（ハ＋ニ）ホ．退職給付引当金（ハ＋ニ）ホ．退職給付引当金（ハ＋ニ）                        △△△△  8,591  8,591  8,591  8,591 百万円百万円百万円百万円        

（注）退職給付制度を設けている子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。（注）退職給付制度を設けている子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。（注）退職給付制度を設けている子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。（注）退職給付制度を設けている子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。    

３．退職給付費用に関する事項（平成３．退職給付費用に関する事項（平成３．退職給付費用に関する事項（平成３．退職給付費用に関する事項（平成 14141414 年年年年 4444 月月月月 1111 日 ～平成日～平成日～平成日～平成 15151515 年年年年 3333 月月月月 31313131 日）日）日）日）     

イ．勤務費用イ．勤務費用イ．勤務費用イ．勤務費用                                                          1,804  1,804  1,804  1,804 百万円百万円百万円百万円    

ロ．利息費用ロ．利息費用ロ．利息費用ロ．利息費用                                                          1,255  1,255  1,255  1,255 百万円百万円百万円百万円    

ハ．期待運用収益ハ．期待運用収益ハ．期待運用収益ハ．期待運用収益                                            △△△△    711    711    711    711 百万円百万円百万円百万円        

ニ．数理計算上の差異の費用処理額ニ．数理計算上の差異の費用処理額ニ．数理計算上の差異の費用処理額ニ．数理計算上の差異の費用処理額                  896      896      896      896 百万円百万円百万円百万円        

ホホホホ．従業員早期退職一時金．従業員早期退職一時金．従業員早期退職一時金．従業員早期退職一時金                                  155      155      155      155 百万円百万円百万円百万円        

ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）      3,400  3,400  3,400  3,400 百万円百万円百万円百万円        

（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。    

            ２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。    

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項     

イ．退職給付見込額の期間配分方法イ．退職給付見込額の期間配分方法イ．退職給付見込額の期間配分方法イ．退職給付見込額の期間配分方法                    期間定額基準期間定額基準期間定額基準期間定額基準    

ロ．割引率ロ．割引率ロ．割引率ロ．割引率                                                                            2.52.52.52.5％％％％    

ハ．期待運用収益率ハ．期待運用収益率ハ．期待運用収益率ハ．期待運用収益率                                                            3.03.03.03.0％％％％    

ニ．過去ニ．過去ニ．過去ニ．過去勤務債務の処理年数勤務債務の処理年数勤務債務の処理年数勤務債務の処理年数                                                1111 年年年年    

ホ．数理計算上の差異の処理方法・処理年数ホ．数理計算上の差異の処理方法・処理年数ホ．数理計算上の差異の処理方法・処理年数ホ．数理計算上の差異の処理方法・処理年数                 10 10 10 10 年年年年    

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、翌期から費（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、翌期から費（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、翌期から費（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、翌期から費

用処理することにしております。）用処理することにしております。）用処理することにしております。）用処理することにしております。）    

ヘ．会計基準変更時差異の処理年数ヘ．会計基準変更時差異の処理年数ヘ．会計基準変更時差異の処理年数ヘ．会計基準変更時差異の処理年数                                    1111 年年年年    



 連連連連 ---- 23232323     

税税税税    効効効効    果果果果    会会会会    計計計計    

    

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳    

    （当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）    （前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）    

繰延税金資産繰延税金資産繰延税金資産繰延税金資産            

退職給付引当金退職給付引当金退職給付引当金退職給付引当金    ４，４８３百万円４，４８３百万円４，４８３百万円４，４８３百万円  ４，４３０百万円４，４３０百万円４，４３０百万円４，４３０百万円    

販売手数料等の未確定額販売手数料等の未確定額販売手数料等の未確定額販売手数料等の未確定額    ９７７百万９７７百万９７７百万９７７百万円円円円  ８８４百万円８８４百万円８８４百万円８８４百万円    

投資有価証券評価損投資有価証券評価損投資有価証券評価損投資有価証券評価損    ６３６百万円６３６百万円６３６百万円６３６百万円  ２８７百万円２８７百万円２８７百万円２８７百万円    

賞与引当金限度超過額賞与引当金限度超過額賞与引当金限度超過額賞与引当金限度超過額    ６０６百万円６０６百万円６０６百万円６０６百万円    ４８０百万円４８０百万円４８０百万円４８０百万円    

役員退職慰労引当金役員退職慰労引当金役員退職慰労引当金役員退職慰労引当金    ３３４百万円３３４百万円３３４百万円３３４百万円    ４４８百万円４４８百万円４４８百万円４４８百万円    

未払事業税未払事業税未払事業税未払事業税    ２６４百万円２６４百万円２６４百万円２６４百万円    ９１百万円９１百万円９１百万円９１百万円    

減価償却の償却超過額減価償却の償却超過額減価償却の償却超過額減価償却の償却超過額    １８２百万円１８２百万円１８２百万円１８２百万円    ２３７百万円２３７百万円２３７百万円２３７百万円    

貸倒引当金限度超過額貸倒引当金限度超過額貸倒引当金限度超過額貸倒引当金限度超過額    １３９百万円１３９百万円１３９百万円１３９百万円    ３３８百万円３３８百万円３３８百万円３３８百万円    

その他その他その他その他    ５６１百万円５６１百万円５６１百万円５６１百万円    １５３百万円１５３百万円１５３百万円１５３百万円    

（繰延税金資産の合計）（繰延税金資産の合計）（繰延税金資産の合計）（繰延税金資産の合計）    ８，１８６百万円８，１８６百万円８，１８６百万円８，１８６百万円    ７，３５１百万円７，３５１百万円７，３５１百万円７，３５１百万円    

繰延税金負債繰延税金負債繰延税金負債繰延税金負債            

その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金    ２，０９２百万円２，０９２百万円２，０９２百万円２，０９２百万円  ３，０３０百万円３，０３０百万円３，０３０百万円３，０３０百万円    

厚生年金代行厚生年金代行厚生年金代行厚生年金代行返上差益返上差益返上差益返上差益    １，０７９百万円１，０７９百万円１，０７９百万円１，０７９百万円  －百万円－百万円－百万円－百万円    

その他その他その他その他    ７７百万円７７百万円７７百万円７７百万円    ７７百万円７７百万円７７百万円７７百万円    

（繰延税金負債の合計）（繰延税金負債の合計）（繰延税金負債の合計）（繰延税金負債の合計）    ３，２５０百万円３，２５０百万円３，２５０百万円３，２５０百万円    ３，１０８百万円３，１０８百万円３，１０８百万円３，１０８百万円    

繰延税金資産（負債）の純額繰延税金資産（負債）の純額繰延税金資産（負債）の純額繰延税金資産（負債）の純額    ４，９３６百万円４，９３６百万円４，９３６百万円４，９３６百万円    ４，２４３百万円４，２４３百万円４，２４３百万円４，２４３百万円    

    

    

（注）当連結会計年度および前連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の（注）当連結会計年度および前連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の（注）当連結会計年度および前連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の（注）当連結会計年度および前連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の    

以下の項目に含まれております。以下の項目に含まれております。以下の項目に含まれております。以下の項目に含まれております。    

    

    （当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）    （前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）    

流動資産－繰延税金資産流動資産－繰延税金資産流動資産－繰延税金資産流動資産－繰延税金資産    ８１５百万円８１５百万円８１５百万円８１５百万円  １，４８８百万円１，４８８百万円１，４８８百万円１，４８８百万円    

固定資産－繰延税金資産固定資産－繰延税金資産固定資産－繰延税金資産固定資産－繰延税金資産    ４，１２０百万円４，１２０百万円４，１２０百万円４，１２０百万円  ２，７５７百万円２，７５７百万円２，７５７百万円２，７５７百万円    

流動負債－繰延税金負流動負債－繰延税金負流動負債－繰延税金負流動負債－繰延税金負債債債債    －百万円－百万円－百万円－百万円  △△△△    ０百万円０百万円０百万円０百万円    

固定負債－繰延税金負債固定負債－繰延税金負債固定負債－繰延税金負債固定負債－繰延税金負債    －百万円－百万円－百万円－百万円    △△△△    ２百万円２百万円２百万円２百万円    

 
 
 
 
 

 



 連連連連 ---- 24242424     

２ ．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因と２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因と２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因と２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因と
なった主な項目別の内訳なった主な項目別の内訳なった主な項目別の内訳なった主な項目別の内訳     

                
法 定実効税率法定実効税率法定実効税率法定実効税率     42.05%42.05%42.05%42.05%     
    （ 調整）（調整）（調整）（調整）         
        交 際費等永久に損金に算入交際費等永久に損金に算入交際費等永久に損金に算入交際費等永久に損金に算入     

さ れない項目されない項目されない項目されない項目     
1.47%1.47%1.47%1.47%     

        受 取配当金等永久に益金に算入受取配当金等永久に益金に算入受取配当金等永久に益金に算入受取配当金等永久に益金に算入     
さ れない項目されない項目されない項目されない項目     

△△△△ 0.66%0.66%0.66%0.66%     

        住 民税均等割等住民税均等割等住民税均等割等住民税均等割等     0.70%0.70%0.70%0.70%     
        法 定実効税率の変更による影響法定実効税率の変更による影響法定実効税率の変更による影響法定実効税率の変更による影響     2.07%2.07%2.07%2.07%     
        そ の他その他その他その他                                                             1.09%1.09%1.09%1.09%     

税 効果会計適用税効果会計適用税効果会計適用税効果会計適用後の法人税等の負担率後の法人税等の負担率後の法人税等の負担率後の法人税等の負担率     46.72%46.72%46.72%46.72%     
    
３ ．繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、地方税法３．繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、地方税法３．繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、地方税法３．繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、地方税法

の改正（平成の改正（平成の改正（平成の改正（平成 16161616 年年年年 4444 月月月月 1111 日 以降開始事業年度より法人事業税に外形標準課税日以降開始事業年度より法人事業税に外形標準課税日以降開始事業年度より法人事業税に外形標準課税日以降開始事業年度より法人事業税に外形標準課税
を導入）に伴い、当期における一時差異等のうち、平成を導入）に伴い、当期における一時差異等のうち、平成を導入）に伴い、当期における一時差異等のうち、平成を導入）に伴い、当期における一時差異等のうち、平成 16161616 年年年年 3333 月 末までに解月末までに解月末までに解月末までに解
消が予定されるものは改正前の税率、平成消が予定されるものは改正前の税率、平成消が予定されるものは改正前の税率、平成消が予定されるものは改正前の税率、平成 16161616 年年年年 4444 月 以降に解消が予定される月以降に解消が予定される月以降に解消が予定される月以降に解消が予定される
ものは改正後の税率であります。この税率の変更により、繰延税金資産の金額ものは改正後の税率であります。この税率の変更により、繰延税金資産の金額ものは改正後の税率であります。この税率の変更により、繰延税金資産の金額ものは改正後の税率であります。この税率の変更により、繰延税金資産の金額
がががが 209209209209 百 万円減少し、当期費用計上された法人税等調整額の金額が同額増加し百万円減少し、当期費用計上された法人税等調整額の金額が同額増加し百万円減少し、当期費用計上された法人税等調整額の金額が同額増加し百万円減少し、当期費用計上された法人税等調整額の金額が同額増加し
ておりまておりまておりまております。す。す。す。     

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 連連連連 ---- 25252525     

セセセセ    ググググ    メメメメ    ンンンン    トトトト    情情情情    報報報報    

    

１．事業の種類別セグメント情報１．事業の種類別セグメント情報１．事業の種類別セグメント情報１．事業の種類別セグメント情報     

当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成 14141414 年年年年 4444 月月月月 1111 日日日日    至平成至平成至平成至平成 15151515 年年年年 3333 月月月月 31313131 日）および前連結会計年度（自平成日）および前連結会計年度（自平成日）および前連結会計年度（自平成日）および前連結会計年度（自平成 13131313 年年年年 4444 月月月月    

1111 日日日日    至平成至平成至平成至平成 14141414 年年年年 3333 月月月月 31313131 日）日）日）日）    

全セグメントの売上高の合計、営業利益および全セグメントの資産の金額の合計額に占める食料品全セグメントの売上高の合計、営業利益および全セグメントの資産の金額の合計額に占める食料品全セグメントの売上高の合計、営業利益および全セグメントの資産の金額の合計額に占める食料品全セグメントの売上高の合計、営業利益および全セグメントの資産の金額の合計額に占める食料品

の製造販売事業の割合がいずれも９０％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載をの製造販売事業の割合がいずれも９０％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載をの製造販売事業の割合がいずれも９０％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載をの製造販売事業の割合がいずれも９０％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を

省略しております。省略しております。省略しております。省略しております。    

    

２．所在地別セグメント情報２．所在地別セグメント情報２．所在地別セグメント情報２．所在地別セグメント情報     

当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成 14141414 年年年年 4444 月月月月 1111 日日日日    至平成至平成至平成至平成 15151515 年年年年 3333 月月月月 31313131 日）および前連結会計年度（自平成日）および前連結会計年度（自平成日）および前連結会計年度（自平成日）および前連結会計年度（自平成 13131313 年年年年 4444 月月月月    

1111 日日日日    至平成至平成至平成至平成 14141414 年年年年 3333 月月月月 31313131 日）日）日）日）    

全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める本国の割合がいず全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める本国の割合がいず全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める本国の割合がいず全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める本国の割合がいず

れも９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。れも９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。れも９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。れも９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。    

    

３．海外売上高３．海外売上高３．海外売上高３．海外売上高     

当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成 14141414 年年年年 4444 月月月月 1111 日日日日    至平成至平成至平成至平成 15151515 年年年年 3333 月月月月 31313131 日）および前連結会計年度（自平成日）および前連結会計年度（自平成日）および前連結会計年度（自平成日）および前連結会計年度（自平成 13131313 年年年年 4444 月月月月    

1111 日日日日    至平成至平成至平成至平成 14141414 年年年年 3333 月月月月 31313131 日）日）日）日）    

海外売上高がいずれも連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。海外売上高がいずれも連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。海外売上高がいずれも連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。海外売上高がいずれも連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。    

    

    

関関関関    連連連連    当当当当    事事事事    者者者者    とととと    のののの    取取取取    引引引引    

    

当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成 14141414 年年年年 4444 月月月月 1111 日日日日    至平成至平成至平成至平成 15151515 年年年年 3333 月月月月 31313131 日）日）日）日）    

１．子会社等１．子会社等１．子会社等１．子会社等     

関係内容関係内容関係内容関係内容    属性属性属性属性    会社等会社等会社等会社等    

の名称の名称の名称の名称    

住所住所住所住所    資本金資本金資本金資本金    

((((百万円百万円百万円百万円))))    

事業の内容事業の内容事業の内容事業の内容    

又は職業又は職業又は職業又は職業    

議決権等の議決権等の議決権等の議決権等の    

所有（被所所有（被所所有（被所所有（被所    

有）割合有）割合有）割合有）割合    
事業上の事業上の事業上の事業上の    

関係関係関係関係    

取引の取引の取引の取引の    

内容内容内容内容    

取引金額取引金額取引金額取引金額    

((((百万円百万円百万円百万円))))    

科目科目科目科目    期末残高期末残高期末残高期末残高

((((百万円百万円百万円百万円))))    

支払手形支払手形支払手形支払手形    123123123123    関連関連関連関連    

会社会社会社会社    

サンヨーサンヨーサンヨーサンヨー    

缶詰㈱缶詰㈱缶詰㈱缶詰㈱    

福島県福島県福島県福島県    

福島市福島市福島市福島市    
154154154154    

缶詰等の缶詰等の缶詰等の缶詰等の    

製造販売製造販売製造販売製造販売    

（所有）（所有）（所有）（所有）    

直接直接直接直接    29.529.529.529.5％％％％    

当社製品当社製品当社製品当社製品    

の製造の製造の製造の製造    

製品製造製品製造製品製造製品製造    

の委託の委託の委託の委託    
3,0803,0803,0803,080    

買掛金買掛金買掛金買掛金    151151151151    

（注）１．上記金額のうち取引金額に（注）１．上記金額のうち取引金額に（注）１．上記金額のうち取引金額に（注）１．上記金額のうち取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれては消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれては消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれては消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて    

おります。おります。おります。おります。    

            ２．取引条件および取引条件の決定方針については、一般取引先と同様であります。２．取引条件および取引条件の決定方針については、一般取引先と同様であります。２．取引条件および取引条件の決定方針については、一般取引先と同様であります。２．取引条件および取引条件の決定方針については、一般取引先と同様であります。    

 



 連連連連 ---- 26262626     

生産、受注および販売の状況生産、受注および販売の状況生産、受注および販売の状況生産、受注および販売の状況    

    
１．生産実績１．生産実績１．生産実績１．生産実績     

生産実績を製品の区分ごとに示すと、次のとおりであります。生産実績を製品の区分ごとに示すと、次のとおりであります。生産実績を製品の区分ごとに示すと、次のとおりであります。生産実績を製品の区分ごとに示すと、次のとおりであります。    

（ 単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）     

区区区区             分分分分     
当 連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度     

( H 1 4 . 4 . 1( H 1 4 . 4 . 1( H 1 4 . 4 . 1( H 1 4 . 4 . 1～～～～ H 1 5 . 3 . 3 1 )H 1 5 . 3 . 3 1 )H 1 5 . 3 . 3 1 )H 1 5 . 3 . 3 1 )     

前 連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度     

( H 1 3 . 4 . 1( H 1 3 . 4 . 1( H 1 3 . 4 . 1( H 1 3 . 4 . 1～～～～ H 1 4 . 3 . 3 1 )H 1 4 . 3 . 3 1 )H 1 4 . 3 . 3 1 )H 1 4 . 3 . 3 1 )     
        ( % )( % )( % )( % )         ( % )( % )( % )( % )     

香 辛食品類香辛食品類香辛食品類香辛食品類     
加 工食品類加工食品類加工食品類加工食品類     
調 理済食品類調理済食品類調理済食品類調理済食品類     
飲 料・ ｽﾅｯｸ類 他飲料・ ｽﾅｯｸ類 他飲料・ ｽﾅｯｸ類 他飲料・ ｽﾅｯｸ類 他     

64,39364,39364,39364,393     

38,43038,43038,43038,430     

36,50636,50636,50636,506     

27,09527,09527,09527,095     

38.738.738.738.7     

23.123.123.123.1     

21.921.921.921.9     

16.316.316.316.3     

64,22564,22564,22564,225     

36,92336,92336,92336,923     

36,24736,24736,24736,247     

30,20030,20030,20030,200     

38.338.338.338.3     

22.022.022.022.0     

21.721.721.721.7     

18.018.018.018.0     

合合合合                 計計計計     166,426166,426166,426166,426     100.0100.0100.0100.0     167,596167,596167,596167,596     100.0100.0100.0100.0     

（ 注 ）（ 注 ）（ 注 ）（ 注 ） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。上記の金額には、消費税等は含まれておりません。上記の金額には、消費税等は含まれておりません。上記の金額には、消費税等は含まれておりません。     

    

２．受注状況２．受注状況２．受注状況２．受注状況     

主要製品の受注生産は行っておりません。主要製品の受注生産は行っておりません。主要製品の受注生産は行っておりません。主要製品の受注生産は行っておりません。     

    

３．販売実績３．販売実績３．販売実績３．販売実績     

販売実績を製品の区分ごとに示すと、次のとおりであります。販売実績を製品の区分ごとに示すと、次のとおりであります。販売実績を製品の区分ごとに示すと、次のとおりであります。販売実績を製品の区分ごとに示すと、次のとおりであります。    

（ 単位：百万円（単位：百万円（単位：百万円（単位：百万円））））     

区区区区             分分分分     
当 連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度     

( H 1 4 . 4 . 1( H 1 4 . 4 . 1( H 1 4 . 4 . 1( H 1 4 . 4 . 1～～～～ H 1 5 . 3 . 3 1 )H 1 5 . 3 . 3 1 )H 1 5 . 3 . 3 1 )H 1 5 . 3 . 3 1 )     

前 連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度     

( H 1 3 . 4 . 1( H 1 3 . 4 . 1( H 1 3 . 4 . 1( H 1 3 . 4 . 1～～～～ H 1 4 . 3 . 3 1 )H 1 4 . 3 . 3 1 )H 1 4 . 3 . 3 1 )H 1 4 . 3 . 3 1 )     
            ( % )( % )( % )( % )         ( % )( % )( % )( % )     

    香 辛食品類香辛食品類香辛食品類香辛食品類     
加 工食品類加工食品類加工食品類加工食品類     
調 理済食品類調理済食品類調理済食品類調理済食品類     
飲 料・ ｽﾅｯｸ類 他飲料・ ｽﾅｯｸ類 他飲料・ ｽﾅｯｸ類 他飲料・ ｽﾅｯｸ類 他     

64,47564,47564,47564,475     
40,44540,44540,44540,445     
39,79539,79539,79539,795     
39,29439,29439,29439,294     

33.733.733.733.7     
21.121.121.121.1     
20.820.820.820.8     
20.520.520.520.5     

64,55964,55964,55964,559     
39,62639,62639,62639,626     
39,23139,23139,23139,231     
39,45339,45339,45339,453     

34.134.134.134.1     
21.021.021.021.0     
20.720.720.720.7     
20.920.920.920.9     

食 料食 料食 料食 料 品品品品    184,010184,010184,010184,010     96.196.196.196.1     182,871182,871182,871182,871     96.796.796.796.7     

運 送業その他運送業その他運送業その他運送業その他     7,4027,4027,4027,402     3.93.93.93.9     6,3136,3136,3136,313     3.33.33.33.3     

合合合合                 計計計計     191,413191,413191,413191,413     100.0100.0100.0100.0     189,184189,184189,184189,184     100.0100.0100.0100.0     

（ 注 ）上 記 の金 額には 、 消費 税 等は 含まれ て おり ま せん 。（ 注 ）上 記 の金 額には 、 消費 税 等は 含まれ て おり ま せん 。（ 注 ）上 記 の金 額には 、 消費 税 等は 含まれ て おり ま せん 。（ 注 ）上 記 の金 額には 、 消費 税 等は 含まれ て おり ま せん 。     




